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序     文 
 

カンボジア王国においては、1991 年の内戦終結以来、「法の支配」確立のための法制度及び司法

改革を国家の最重要課題の一つと位置づけてきました。しかしながら、1970 年代から約 20 年続い

た内戦と社会的混乱の影響から、法曹界の人材の絶対的不足という問題があり、加えて裁判所をは

じめ司法機関において汚職が蔓延し、適正な裁判が行われていなかったため、司法への信頼が著し

く低いという問題がありました。この問題に対し、カンボジア政府は 2002 年２月に王立裁判官・検

察官養成校の設置を決定し、2003 年 11 月から開講しました。しかしながら、一貫したカリキュラ

ムがない、教材が不足している、民法・民事訴訟法両草案に基づく実務についての教官の理解が十

分ではないなど、様々な問題が散見される状態でした。このような状況の下、わが国はカンボジア

政府からの要請に基づき、王立裁判官・検察官養成校での民事教育改善を目的とした「裁判官・検

察官養成校民事教育改善プロジェクト」を 2005 年 11 月から開始しました。 

 当初の計画で合意された協力の終了期日である 2008 年３月まで約６ヶ月を残すところとなり、

これまでの活動実績の確認、目標達成度の評価を行うと共に、これらを踏まえて次年度以降の計画

について意見交換することを目的として、2007 年 10 月 15 日から 10 月 27 日まで終了時評価調査団

を派遣することとしました。 

 本報告書は、同調査団の調査・協議結果を取りまとめたものであり、今後の法曹養成支援活動

の進展に広く活用されることを願うものであります。 

 最後に、これまでのプロジェクトにご協力を賜りました内外の関係者各位に心から謝意を表す

ると共に、今後の更なる発展に向け、いっそうのご支援をお願いする次第であります。 

 

2008 年 2 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

社会開発部   
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略語一覧 
 

C/P Counter Part カウンターパート 

ICD 
International Cooperation Department 
Research and Training Institute Ministry of 
Justice 

法務省法務総合研究所国際協力部 

M/M Minutes of Meeting 協議議事録 

MOJ Ministry of Justice 司法省 

MR-WG Mock Record Working Group 模擬記録ワーキンググループ 

PT-WG Prospective Trainers Working Group 教官候補生ワーキンググループ 

PDM Project Design Matrix プロジェクトデザインマトリックス 

PDMe Project Design Matrix for Evaluation 評価用プロジェクトデザインマトリックス

RAJP Royal Academy for Judicial Professions 王立司法学院 

R/D Record of Discussions 合意議事録 

RSJP Royal School for Judges and Prosecutors 王立裁判官・検察官養成校 

RSJP-WG RSJP Working Group 
RSJP ワーキンググループ（RSJP 及び

RSJP 校長） 
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評価調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：カンボジア王国 案件名： 

裁判官・検察官民事教育改善プロジェクト 

分野：法制度整備 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署： 

社会開発部第一グループ（ガバナンス・

日本センター）ガバナンスチーム 

協力金額（評価時点）：112,500 千円 

協力期間 R/D 署名日：2005 年 11 月 10 日 先方関係機関： 

王立司法学院  王立裁判官・検察官養成校

（RAJP/RSJP） 

 2005 年 11 月 10 日 

～2008 年３月 31 日 

日本側協力機関： 

最高裁判所、司法研修所、法務省法務総合研究所、

弁護士から成る法曹養成研究会 

  他の関連協力： 

・法制度整備支援プロジェクト 

フェーズ１、フェーズ２ 

・弁護士会司法支援プロジェクト 

１－１ 協力の背景と概要 

カンボジア王国（以下「カ」国）においては、基本法を含む法体系が整備されていないという

問題に加え、1970年代から1990年代前半までの内戦と社会的混乱の影響から、法曹界の人材の絶

対的不足という問題がある。これに対し、「カ」国政府は、法制度及び司法改革を国家の最重要

課題のひとつとして掲げ、2002年王立裁判官・検察官養成校（RSJP：Royal School of Judges and 
Prosecutors）の設置を決定し、裁判官・検察官の養成及び教育は、同校において行なわれること

になった。 

我が国が「法制度整備支援プロジェクト（フェーズ１、２）」を通じて起草・立法化を支援し

ている「民法」、「民事訴訟法」が、施行された後に適切に運用されるには、裁判官、検察官な

ど法曹人材の育成が必要不可欠である。しかしながら、開校されるまでの準備期間が十分に取れ

なかったことから、RSJPにおいては①カリキュラムの不備、②教材の不備、③両法に基づく実務

についての教官の理解不足、④学校の運営能力不足、⑤教官の都合により頻繁に変更される講義

予定、⑥教官が非常勤であるため教官の学校への帰属意識の欠如、⑦ドナーへの過度の依存と教

育体系・内容の一貫性の欠如といった問題に直面していた。本プロジェクトは、こうした問題解

決のため、RSJPにおける法曹人材育成のための教育の改善を目指して開始された。 

 

１－２ 協力内容 

⑴ 上位目標 

RSJP において民法（草案）・民事訴訟法（草案）に基づく民事裁判の手続きを理解した裁

判官・検察官候補生が育成される。 
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⑵ プロジェクト目標 
RSJP が裁判官・検察官養成のために必要な民法（草案）・民事訴訟法(草案)に関する教育を

実施する。 

⑶ 成果 

１．RSJP と民事分野の教官が民法（草案）・民事訴訟法（草案）に関する教育内容を改善す

るために組織的に取り組む体制を構築する。 

２．RSJP における民法（草案）・民事訴訟法（草案）に関する教育内容(カリキュラム)が改

善される。 

３．RSJP において民法（草案）・民事訴訟法（草案）に関する教材が整備される。 

４．RSJP の民法（草案）・民事訴訟法（草案）に関する科目を担当する教官の能力が向上する。

⑷ 投入（評価時点） 

日本側：112,500 千円 

長期専門家派遣     ２名(43 人月)   機材供与        1,081,000 円

短期専門家派遣     ９名（10.4 人月） ローカルコスト負担  14,504,000 円

研修員受入       38 名（38 人回）  その他          454,000 円

相手国側： 

カウンターパート配置  24 名 機材購入  なし 

土地・施設提供     日本人専門家事務所スペース、セミナー会場 

ローカルコスト負担   光熱水道費 

その他         なし 

２. 評価調査団の概要 

調 査 者 （担当分野：氏名  職位） 

⑴ 総    括  熊谷 晃子  独立行政法人国際協力機構 

社会開発部第一グループ 

ガバナンスチーム長 

⑵ 法 曹 養 成  稲葉 一生  法務省法務総合研究所 国際協力部長 

⑶ 法曹養成支援  佐藤 直史  独立行政法人国際協力機構  

国際協力専門員 

⑷ 計 画 評 価  琴浦 容子  独立行政法人国際協力機構 

社会開発部第一グループ 

ガバナンスチーム職員 

⑸ 評 価 分 析  渡辺亜矢子  株式会社 地域計画連合 

⑹ 通    訳  諏訪井 廉  財団法人日本国際協力センター 

調査期間 2007 年 10 月 15 日～2007 年 10 月 27 日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

⑴ プロジェクト目標の達成 

改定されたカリキュラムに基づいた授業の内容については、第２期生、第３期生及び RSJP
民事分野の教官に対するアンケート調査結果及びヒアリング調査、また第２期生のインター

ンシップ配属先である裁判所におけるヒアリング調査においても、その教育内容は高く評価

されていることがわかった。理由としては、体系的なカリキュラムの存在、講義内容の充実

が挙げられている。また、RSJP 研修生の民法（草案）・民事訴訟法*にかかる理解度について

は、RSJP 側が主体となって実施している試験、日本人専門家が実施しているペーパー試験、
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プレゼンテーションや各種セミナーにおける質問・議論の内容などから、科目や設問の難易

度により多少のばらつきはあるものの、総じて彼らの理解が深まっていることがわかった。

このように本プロジェクトは、プロジェクト目標の達成に向かい、着実な進捗を遂げてい

る。組織体制の整備は未達成であるため自立発展性は低いが、カリキュラムが策定され、必

要な教材が作成されており、同カリキュラムに沿って、教材を用いて教育が実施されるよう

になってきている。また、教員の能力も向上してきており、教育を実施するプロジェクト目

標は、概ね達成されつつある、と判断された。 

＊民事訴訟法は 2006 年７月に公布されたため、これ以降の文章では「民事訴訟法」と記載す

る。民法は 2007 年 12 月に公布されたが、調査時（2007 年 10 月）は草案であったため、

本報告書内では「民法（草案）」と記載する。 

⑵ 成果の達成 

本プロジェクトには、１．組織体制の整備、２．カリキュラムの策定、３．教材の整備、

及び４．教官の能力向上、の４つの成果が設定されている。 

２のカリキュラムは、プロジェクト開始以前の第１期生の教育に対する反省点、問題点を

分析し、必要な教育内容を検討する作業を通じて、第２期生用のカリキュラムを策定、同カ

リキュラムに沿って教育が実施された。また、第２期生前期終了後、当該教育の結果をレビ

ューし、更に改善すべき点を整理して、第３期生用カリキュラムへと改定している。第３期

生前期の教育は、同改定カリキュラムに沿って実施されている。 

３の教材については、教材が揃っていなかった開校当時と比較すると、「作成された」とい

える。民事訴訟法、民法のそれぞれの講義に対して、教材が揃えられつつある状況にある。

しかしながら、内容・量共に更なる改善は必要である。特に、将来的に RSJP における教育

がより実務的なトレーニングに移行していく必要性があることを考慮すると、必ずしも十分

とはいえない状況である。 

４の教官能力については、カリキュラム及び教材の作成、セミナーや JICA-Net セミナーな

どを通じて、民法（草案）及び民事訴訟法に関する理解を深めてきており、彼らの能力は着

実に向上しつつある。現在 RSJP で実施している講義については、概ね彼ら自身で実施する

ことが可能な状態になっている。しかし、主に民法（草案）に関しては、条文数・包含する

内容が多く、かつ参考にできる資料がまだ十分にないことなどから、全ての教官の理解が十

分ということは依然難しく、更なる向上が必要であり、十分に自立的にはなっていないこと

が確認された。 

このように、成果２～４については、いずれも更なる向上は必要ではあるものの、概ね順

調に達成されつつあるが、成果１の組織体制については、継続的な教育内容改善のための組

織体制は十分に整備されていない、といわざるを得ない。当初 C/P として設定していた RSJP
教官及び校長から成るワーキンググループ（以下、RSJP-WG）のメンバーは、裁判官等の本

業に多忙を極め、本プロジェクトに関わる全ての活動を彼らに期待することは過重負担であ

ることが明らかとなり、事実上予定されていた活動を行うことができない状態になったこと

から、新たに教官候補生ワーキンググループ（Prospective Trainers Working Group, 以下

PT-WG）、模擬記録ワーキンググループ（Mock Record Working Group, 以下 MR-WG）を設置

することとした。このような措置を取り、プロジェクト活動の進捗を確保することができた

ことは評価に値することではあるが、「カ」国法曹分野における人材不足はプロジェクト計画

作成段階から深刻であったことから、こうした人材拡張、若手育成のニーズを当初から明確

に認識し、プロジェクトの枠組みに盛り込むことが必要であった。結果として、現時点にお

いて RSJP において継続的に教育内容を改善していくに足る組織体制は確立しておらず、成果



 

 4

１の達成は困難であると判断された。成果１が達成されなかったことはプロジェクト目標達成

に影響を及ぼすことが想定されたが、前述のとおり新たにワーキンググループを設置したこ

とで対応した。 

３－２ 評価結果の要約 

⑴ 妥当性 

「カ」国は、近年、司法制度改革に取り組んでおり、｢四辺形戦略｣や「国家戦略開発計画」

などにおいて、重点課題として位置づけている。一方、日本の対「カ」国 ODA 政策では、「グ

ッドガバナンスの強化」が重点課題の一つとして掲げられており、その中で司法分野におけ

る人材育成を位置づけている。本プロジェクトは、裁判官・検察官の教育の質の向上を目指

すものであり、法曹人材の育成を通じてグッドガバナンスを強化するものであることから、

「カ」国、日本いずれの政策にも整合していることが確認された。 

さらに、「カ」国の民法(草案)及び民事訴訟法は、日本の協力の下に起草されたものであり、

民事分野の法曹人材育成に取り組むことには、立法趣旨等も踏まえた協力ができる日本の優

位性があることが確認された。 

これらのことから、本プロジェクトの妥当性は高いと判断された。 

⑵ 有効性 

本プロジェクトの実施を通じて、RSJP は民事分野のカリキュラムを策定し、同カリキュラ

ムに沿って教育を実施しており、民事分野において適切な教育を実施する能力を身に着けて

きている。一方で、一部の講義は、依然日本人専門家の支援が必要であり、R/D に記載の成

果が十分に産出されているとは言えない。 

RSJP の組織体制の整備については、本プロジェクトでは、RSJP-WG のほかに PT-WG、

MR-WG を設置し、教官候補生等の若手の育成を開始した。この活動は、当初の計画には設

定されていなかったが、プロジェクト活動の進捗と成果の産出に貢献した。教官候補生は、

着実に能力を向上しつつあり、カンボジア側も彼らの活用を検討している。こうした取り組

みは、今後も継続していく必要がある。一方で、若手育成のニーズは、プロジェクトの計画

段階で明確に認識されおり、プロジェクト開始時から枠組みの中に位置づけられるべきもの

であり、計画された成果はプロジェクト目標の達成に十分だったとはいえない。 

上記の通り、本プロジェクトの有効性は高いと判断されたが、プロジェクト目標を十分に

達成するには、依然一部課題が残っていると判断された。 

⑶ 効率性 

短期専門家による特別講義や JICA-Net セミナー、本邦研修など日本側の投入のタイミング

については、適切であったと判断された。日本国内にも支援体制を敷き、日本に滞在して活

動するリソースとして、長期専門家と一体となり、必要とされる協力を進めてきたこと、ま

た長期専門家が、現地の事情や考え方、進捗を適切に日本側につなぐとともに、本邦研修の

同行しその前後の現地におけるフォロー活動等を有機的一体的に行ってきたことは効率的な

協力実施に大きな役割を果たした。 

カンボジア側投入については、PT-WG、MR-WG の設置は効率性の点でも高く評価される。

同投入は、当初の計画には設定されていなかったものの、カンボジア側は柔軟に対応し、活

動の進捗を確保できた。また、このようなカンボジア側の投入を導くことができたのは、日

本側長期専門家の適切な判断とカンボジア側への助言活動によるところが大きく、この点に

おいても、長期専門家の活動は高く評価できる。しかしながら、前述のとおり、こうした人

材養成の投入は、本プロジェクトの枠組みの中に明確に位置づけてあるべきものであった。
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民法・民事訴訟法の起草支援を行っている法制度整備支援プロジェクトとの密接な協力関

係、及びそのために生じた人材の重複は、本プロジェクトの効率性に正と負の両方の影響を

与えている。RSJP-WG メンバーは本プロジェクトの開始時から、既に両法についての一定程

度の知識を有しており、本プロジェクトの効率性を高めることが期待された。しかし、この

ために RSJP-WG メンバーは、カンボジアにおける法曹人材の人材層の薄さにより本来業務

で多忙な状況に加えて２つのプロジェクトに関する多大な責務を負うことになり、結果的に

WG の活動ができなくなるという影響が生じた。上記のように、本プロジェクトは概ね効率

的に実施されてきていると判断された。一方で、やむを得ない事情とはいえ、RSJP-WG メン

バーの過重負担を招いたことは、効率性の観点から見て好ましいものとはいえない状況であ

った。 

⑷ インパクト 

RSJP からは、第１期生 55 名が卒業し、うち 36 名が裁判官に、19 名が検察官に任官して

いる段階であり、RSJP 卒業生による民事訴訟法適用の事例は、非常に限られている。したが

って、現時点で上位目標の達成見込みを検証するのは、時期尚早である。しかし、現在イン

ターンシップ中の第２期生、あるいは実際に裁判実務に携わっている教官候補生は、しばし

ば民法(草案)、民事訴訟法に関して現職裁判官・書記官から問い合わせを受けていること、

また、第２期生を受け入れている裁判所からも RSJP の教育に対して高い評価が得られてい

ることから、RSJP が裁判官・検察官による両法の適切な適用を促進する上で、重要な役割を

果たすことが期待できる。教官候補生の能力が向上するにつれ、「カ」国政府は、同分野にお

ける若手育成の重要性を認識するようになった。教官候補生１名が書記官養成校の講師に、

また、MR-WG メンバー１名は弁護士養成校の準教授に任命された。さらに、MR-WG メンバ

ーである司法省（Ministey of Justice, 以下 MOJ）職員は、司法省内部の民事訴訟法普及支援

のためのメンバーに正式に配置された。このように、本プロジェクトは裁判官・検察官その

ものの養成のみならず、広い意味でカンボジアにおける若手法曹人材の育成にも重要な役割

を果たしているといえる。このほか、現職裁判官を対象とした継続教育が、他ドナーとの協

力の下に開始された。また、フランスが、本プロジェクトの手法を取り入れて、RSJP におけ

る刑事分野で教官候補生の育成に乗り出している。これらの効果は、正のインパクトである

と判断された。なお、負のインパクトは生じていない。 

⑸ 自立発展性 

政策面において、法曹人材の育成・強化は、「カ」国において重点課題と位置づけられてい

る。この方向性はプロジェクト終了後も維持されると見込まれる。予算面においては、現況

は満足できる状況ではない。これまで刑事・民事の両分野における資金の支援を行ってきた

フランスが、RSJP における民事部門への資金援助を中止した。そのため、RAJP は政府から

予算を獲得するよう努める必要がある。組織面においては、民事分野におけるカリキュラム

や教育内容等の継続的な改善に必要な組織体制は、依然十分に整備されたとは言えない。し

たがって、RSJP において、継続的な講義改善に必要な、自立発展的な組織体制が確立してい

ない。人材面においては、本プロジェクトは教官の超過負担という問題に直面したが、若手

の養成により、プロジェクト活動の自立発展性を高めるよう努めてきた。短期的・長期的に

見ても、こうした活動はカンボジア側にとって非常に重要なことである。技術面については、

本プロジェクトを通じて移転された知識の、「カ」国における適用可能性は高いが、現在 RSJP
で実施されている民事教育は、民法（草案）・民事訴訟法の理解にまだ多くの時間を割いてお

り、裁判官・検察官の実務能力を高めるためには、十分ではない。今後は、より実務的な教
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育を行う能力の強化が必要である。 

これらの状況から、自立発展性については課題が残っていると判断された。自立発展性を

高めるための対応策としては人材養成が挙げられるが、詳細は３－６提言にて言及している。

３－３ 効果発現に貢献した要因 

⑴ 計画内容に関すること 

本プロジェクトの実施にあたっては、日本において最高裁判所司法研修所の教官を委員長

とする法曹養成研究会が組織され、法律実務及び法曹教育の経験豊かな裁判官・検事及び弁

護士が助言・協力を行った。また、本プロジェクトの長期専門家が所属する法務省法務総合

研究所国際協力部は、本プロジェクトの実施において同部教官が法曹養成研究会の委員とし

て活動したことに加え、同部が長期専門家の活動を日本にて組織的にサポートしたことによ

り、プロジェクトに多大な貢献を行った。 

カンボジア側のマネジメント体制は、R/D 署名前は RSJP の組織・責任体制が不明確という

問題があったが、プロジェクト開始後は RAJP 学院長、事務局長及び RSJP 校長が RSJP のマ

ネジメントを行うようになり、長期専門家と調整を行った。WG の設置に関しては、既に記

述のとおり RSJP-WG のメンバーがそれぞれの本来業務で多忙を極めたため、新たに WG を

設置し、活動を行った。 

マネジメント体制の問題点は３点指摘される。１点目は、RSJP の組織体制である。RSJP
の組織・責任体制が明確になった時点で、外部から招聘されている教官に頼るだけでなく、

学校のマネジメント部門を巻き込んでプロジェクトの実施体制を整え、RSJP が組織的・主体

的に教育内容の改善に取り組む体制が必要であった。２点目は RSJP-WG のメンバーの業務

負担が過多とならない対応である。当初計画では RSJP-WG のメンバーが講義の実施に加え、

カリキュラム作成・改訂、教材作成・改訂を行うことになっていたが、本来業務を他に抱え

ていることを鑑みれば、この計画は RSJP-WG のメンバーに過多の負担を強いるものであり、

更なる工夫の余地があったといわざるを得ない。３点目は新たに設置された MR-WG 及び

PT-WG の位置づけである。これらの WG の活動がプロジェクト目標の達成に大きく貢献した

ことは疑いがないが、この活動をプロジェクトにおいてどのように位置づけるべきか、日本

側・カンボジア側で認識を共有する機会を早期の段階で設けることを考える必要があった。

いずれの WG も RSJP のマネジメント層との合意のもとで設置した WG であるが、人材不足

の中でやむを得ないこととはいえ、目先のニーズへの対応が先行し、カンボジア側及び日本

側に長期的なビジョンが共有されないまま活動が行われたことについては、プロジェクトの

マネジメントの観点からは、検討の余地があるといえる。 

⑵ 実施プロセスに関すること 

当初予定していた短期専門家のシャトル派遣ではなく、長期専門家を派遣し、常時現地に

駐在したことにより、教官等への日常的な助言・指導活動などを通じてカンボジア側との信

頼関係を築いたこと、また長期専門家の派遣元である法務省法務総合研究所国際協力部の国

内からの支援があったことはプロジェクト実施における貢献要因として評価できる。また、

現地では法制度整備プロジェクトと適切に連携・共同が取れていたことも、貢献要因として

挙げることができる。さらに、RSJP のマネジメント部門の合意のもと、PT-WG 及び MR-WG
を組織し、これら WG と活動を行うというフレキシブルな対応を行ったことは、マネジメン

トの観点からはその過程に検討の余地が残るものの、結果としてはプロジェクトの効果発現

に大きく貢献したと評価できる。 
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３-４ 問題点及び問題を惹起した要因 

⑴ 特になし。 

⑵ 実施プロセスに関すること 

RSJP-WG のメンバーが本来業務で多忙を極めたことから、WG の活動ができなくなったこ

とは大きな阻害要因であった。さらに、クメール・ルージュ特別法廷の判事に任命されるな

どの関係で、教官としての業務すら困難になったことも、同様に阻害要因となった。 

 

３－５ 結 論 

本プロジェクトで達成が期待されている成果については、成果１を除いて、十分なレベルでは

ないが、着実に成果を挙げつつある。カリキュラムは、第２期生用が策定され、第３期生用に修

正されている。教材は、RSJP における民事分野の講義の実施に必要なものが作成されつつある。

教官は、民法（草案）、民事訴訟法についての理解を深めている。したがって、RSJP においては、

民事分野の教育を行うための基本的環境が整いつつあるといえる。つまり、本プロジェクトは概

ね成功裏に進捗している。 

しかしながら、一方で、成果１である組織体制の構築については、更なる教官の養成・確保と

教材の改訂が必要であり、また、組織面・財政面における自立発展性とオーナーシップの向上が

今後の課題である。 

 

３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

⑴ 人材の更なる拡充 RSJP においては、RSJP-WG メンバーの負担軽減、安定的な講義の実施

及び学校運営のため、教官及び教官候補生の数を増やすことが必要である。RSJP-WG メンバ

ーが過重負担になる可能性は、プロジェクトの計画段階で既に認識されていたが、「カ」国に

おける法曹人材は非常に限られていたため、現メンバーを WG メンバーとして選定するほか

なかった。現在においても、状況は改善していない。したがって、教官候補生養成に関する

取り組みは、今後も一層強化し継続していき、現教官の指導の下、カリキュラムや教材の作

成などの業務に取り組むアシスタント教官として、順次採用していくことが強く望まれる。

⑵ 常勤教官の確保 

RSJP が組織的に教育内容の改善に取り組むには、RSJP マネジメント部門と RSJP における

民事教育のカリキュラム、教材等全体的な枠組みを決めるための常勤教官が必要である。し

かしながら、教官をどのようなリソースからどのようにリクルートするのかという点に関し

ては、RAJP/RSJP に決定の権限がないため、RAJP/RSJP は継続的にカンボジア政府に対して

常勤教官確保の仕組みについて提案・要望を出し、働きかける必要がある。 

⑶ カリキュラムの更なる改訂 

現在、RSJP においては、同校の本来業務である実務科目の教育のほかに、相当の時間数、

民法（草案）及び民事訴訟法の内容について講義が行われている。これは、現時点において、

「カ」国内の大学で両法について教育が実施されていないためであるが、本来であれば RSJP
では実務教育に重点を置く必要がある。したがって、RAJP/RSJP は、既に実施しているとお

り、今後も大学教育における両法についての教育の実施状況を継続的に調査し、RSJP におけ

る教育の重点を、順次実務科目へと移行できるよう、カリキュラムの改訂及び教育内容の見

直し・検討を行う必要がある。 
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３－７ 教 訓 

⑴ 案件立案時における人材育成の視点 

本案件では、案件実施の早期から人材育成の重要性が認識され、プロジェクトの一つの活

動として教官候補生が養成されてきた。しかしながら、プロジェクト形成の時点において、

RSJP の教官をどのように確保・養成するのかという問題に対して、カンボジア側・日本側双

方の認識が十分に高いとはいえなかった。当初の PDM では、「教官が継続的に RSJP の講義

を担当し続けること」が外部条件となっていたが、教官の確保・養成は本来外部条件ではな

く、プロジェクトの枠内で方策につき検討する必要があった。特に「カ」国のように、復興

期を経て人材の層が薄く、脆弱であるような国では、計画を立案する際に、人材育成の仕組

みをプロジェクトのコンポーネントとして含めるべきか十分に検討することが必要である。 

⑵ 法整備支援における長期的な視点 

「カ」国では日本の協力によって 1999 年より民法・民事訴訟法案の起草作業や立法支援を

目的とした「法制度整備プロジェクト」を２回にわたり実施してきた。こうした協力を進める

中で、法制度整備の実施に当たっては、起草に協力するだけではなく、運用に関する支援まで

念頭において協力の枠組みを考える必要があることが強く認識され、2005 年から本プロジェ

クトが開始された。その後、民事訴訟法は 2007 年７月に適用され、民法は 2007 年 10 月に下

院を通過した。民事訴訟法適用後から、実務的な問題に関する質問が RSJP に寄せられている

ことから、今後「カ」国内では運用に向けた協力がより一層必要となることが考えられる。特

に「カ」国のように復興期を経て国家の様々な組織が制度・人材ともに脆弱であるような国の

場合、法律の起草支援のみでは起草した法令は実際に社会の中で適切に運用されず、死文化す

る可能性がある。したがって、法整備支援の分野では、長期的な視野で協力を開始する必要が

あり、このことを案件開始時に関係者間で共有しておく必要がある。また、起草支援・運用支

援は共に、日本の各関係機関が協力して臨む体制が不可欠である。運用する人材を育成する

RSJP などの養成校に対する協力においては、裁判官・検察官のほか、実務に携わる幅広い人

材の知見が必要となる。こうした人材に国際協力に携わってもらうためには、携われるだけの

実働人員の確保が必要であり、関係機関の理解・協力、及びその協力体制の構築が不可欠であ

る。また ODA 事業の実施機関である JICA としては、折に触れて関係者の理解を求めること

が必要である。 

⑶ プログラムとしての計画の必要性 

本プロジェクトは、法制度整備支援プロジェクトと共に１つの「プログラム」の中の「プロ

ジェクト」として実施していこうとしているが、これまでのところ JICA の中で「プログラム」

としての明確な計画は作成されていない。また、司法省・RSJP・弁護士会等、プログラムを

構成する各プロジェクトの責任主体が一つではなく、カンボジア側にプログラムという認識が

共有されている状態ではない。両プロジェクトは、これまで緊密に連絡を取り合い、互いに協

力・連携して業務に当たってきているが、これらは日本人専門家間の個人的な協力意識に全面

的に依存するものである。今後、複数のプロジェクトを「プログラム」として位置づける場合

には、こうした点を十分に考慮し、個々のプロジェクトの計画と共にプログラムとしての計画

を明確化し、相手国側の認識も含め、プログラムとしての成果を担保していくことが必要であ

る。 

 

３－８ フォローアップ状況 

特になし。（但し、フェーズ２実施予定） 
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第１章 終了時評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

2005 年 11 月から 2008 年３月までの予定で実施している「カンボジア裁判官・検察官養成校民事

教育改善プロジェクト」は、実施協議の合議議事録（Record of Discussions、以下 R/D、2005 年 11

月 10 日署名）で合意された計画に沿って事業が実施されてきた。当初の計画で合意された協力の終

了期日である 2008 年３月 31 日まで約６ヶ月を残すところとなり、以下の諸点を目的として 2007

年 10 月 15 日から 2007 年 10 月 27 日まで終了時評価調査団を派遣することとした。 

(１) 評価にあたって評価用プロジェクトデザインマトリックス（以下、PDMe）を作成し、これ

をもとに評価を行うことを確認する。 

(２) R/D 及び PDM に基づき、これまでのプロジェクト活動の進捗状況、実績及び目標達成見込

みを確認する。 

(３) プロジェクトについて評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）

の観点から評価を行う。 

(４) 上記協議内容を協議議事録（英文）としてまとめる。 

(５) 協議結果を踏まえ、2008 年４月以降の後継案件の方向性につき、C/P 機関と意見交換する。 

(６) 今後のプロジェクト実施に資する教訓・提言を導き出し、上記評価結果を含めて終了時評

価報告書（和文）に取りまとめる。 

 

１－２ 調査団の構成と調査期間 

氏名（期間） 担当業務 所   属 

熊谷 晃子 

(10 月 20 日～10 月 27 日) 

団長・総括 独立行政法人国際協力機構 

社会開発部第一グループガバナンスチーム長 

稲葉 一生 

(10 月 20 日～10 月 27 日) 

法曹養成 法務省法務総合研究所 

国際協力部長 

佐藤 直史 

(10 月 21 日～10 月 27 日) 

法曹養成支援 独立行政法人国際協力機構 

国際協力専門員 

琴浦 容子 

(10 月 20 日～10 月 27 日) 

計画評価 独立行政法人国際協力機構 

社会開発部第一グループガバナンスチーム職員 

渡辺 亜矢子 

(10 月 15 日～10 月 27 日） 

評価分析 株式会社 地域計画連合 

主任研究員 

諏訪井 廉 

(10 月 15 日～10 月 27 日） 

通訳 財団法人日本国際協力センター 

通訳 

※日程は付属資料２のとおり 

 

１－３ 対象プロジェクトの概要 

１－３－１ 背景 

カンボジアにおいては、基本法を含む法体系が整備されていないという問題に加え、1970 年代

から 1990 年代前半までの内戦と社会的混乱の影響から、法曹界の人材の絶対的不足という問題

がある。これに対し、カンボジア政府は法制度及び司法改革を国家の最重要課題の一つとして掲

げ、「司法官職高等評議会」を設置し、2002 年２月発令のロイヤル・デクリーにより閣僚評議会
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の管轄下に王立裁判官・検察官養成校（Royal School for Judges and Prosecutors, 以下 RSJP）の設

置を決定し、裁判官・検察官の養成及び教育は同校において行われることになった。 

しかしながら RSJP 設立から開校まで準備が十分に行われなかったことから、①一貫したカリ

キュラムがない、②教材が不足している、③民法・民事訴訟法両法草案に基づく実務について教

官の理解が十分ではない、④講師の配置、スケジュール等学校の運営能力に問題がある、⑤カリ

キュラム・研修日程が教官の都合に左右される、⑥全員が非常勤講師であって、教材作成やスケ

ジュールに関する時間的制約がある上、教官の RSJP への帰属意識の欠如、⑦学校の運営及び講

義の両面で、ドナーに過度に依存しており、教育体系・内容の一貫性を損なっているといった問

題が挙げられた。 

こうした状況の下、わが国はカンボジア政府からの要請に基づき、RSJP が裁判官・検察官養成

のために必要な民法（草案）・民事訴訟法（草案）1に関する教育を実施することを目的としたプ

ロジェクトに協力することを決定し、2005 年 11 月に R/D 署名・交換を行い、プロジェクトを開

始した。 

 

１－３－２ 協力内容（PDM は付属資料１、PDMe は付属資料２ミニッツ添付資料参照） 

(１) 上位目標 

RSJP において民法（草案）・民事訴訟法に基づく民事裁判の手続きを理解した裁判官・検

察官候補生が育成される。 

(２) プロジェクト目標 

RSJP が裁判官・検察官養成校のために必要な民法（草案）・民事訴訟法に関する教育を実

施する。 
(３) 成果 

１．RSJP と民事分野の教官が民法（草案）・民事訴訟法に関する教育内容を改善するために

組織的に取り組む体制を構築する。 

２．RSJP における民法（草案）・民事訴訟法に関する教育内容(カリキュラム)が改善される。 

３．RSJP において民法（草案）・民事訴訟法に関する教材が整備される。 

４．RSJP の民法（草案）・民事訴訟法に関する科目を担当する教官の能力が向上する。 

(４) 活動 

①－１ RSJP 代表者及び民事担当教官から成るワーキンググループ（Working Group, 以下

WG）を設置する。 

①－２ WG が活動計画案を決定する。 

①－３ WG の活動をモニタリングし、必要に応じて改善する。 

②－１ 第１期生のカリキュラムを再検討する。 

②－２ 民事訴訟に関するセミナー/ワークショップの実施計画を策定する（対象：研修生及

び現職裁判官、検察官）。 

②－３ (2)-２のセミナー/ワークショップを実施する。 

②－４ 第２期生のカリキュラムを策定し、民事分野の科目及び時間数を定める。 

                                                        
1 プロジェクト開始当時は民事訴訟法（草案）であったが、2006 年７月に公布された。このため、これ以降の文章では「民事訴

訟法」という記載にする。なお、民法は 2007 年 12 月に公布されたが、調査実施時（2007 年 10 月）には草案であったため、本

文中では（草案）と記載する。 
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②－５ 第２期生のカリキュラムを策定し、民事分野の科目及び時間数を定める。 
②－６ 上記カリキュラムの実施状況をモニターし、適宜調整する。 
②－７ 第２期生のインターンシップ期間における民事訴訟に関するセミナー/Work Shop

（以下 WS）の実施計画を策定する。 
②－８ ②－７に記載のある民事訴訟に関するセミナー/WS を実施する。 
②－９ 第２期生のカリキュラムを再検討し、第３期生のカリキュラムを策定する。 
③－１ WG において民法（草案）、民事訴訟法に関連した科目の内容と分担を決定する。 
③－２ WG において必要な教材と作成の工程を決定する。 
③－３ WG メンバーが教材を作成する。 
③－４ WG メンバーがシラバスを作成する。 
③－５ 新しいシラバスと教材を活用して、民事分野の講義を実施する。 
③－６ 新しいシラバスと教材を活用して実施した講義の実施状況をモニターし、必要に応

じて調整もしくは新たに作成を行う。 
④－１ RSJP における民事分野の教官に対する研修内容を策定する。 
④－２ WG メンバーを含む RSJP 教官に民事分野の現地研修を実施する。 
④－３ トレーナーズ・トレーニングとして WG メンバーと専門家が共同で民事分野の授業

を行う。 
④－４ WG メンバーに対する本邦研修を行う。 

(５) 評価用 PDM での変更事項 

成果２については、もともと「教育内容が改善される」となっていたが、教育内容の示す

中身が不明瞭であった。また、教育内容の改善には、成果３の教材整備及び成果４の教官の

能力向上も含まれることから、３者を並列することは不適切であった。そこで、評価用 PDM
では、「教育内容（カリキュラム）」と修正した。 

活動④－１～３では、「民事訴訟の教官」という標記になっていたが、他の活動部分と平

仄を合わせ、「民事分野の教官」に揃えた。 

外部条件は、上位目標へ繋がる外部条件には、当初「RSJP 教官が RSJP に継続して勤務す

る」という標記になっていたが、これはプロジェクト目標に繋がる外部条件であるとして、

「RAJP、閣僚評議会が RSJP において裁判官・検察官養成を行う方針を変更しない」に変更

した。また、プロジェクト目標に繋がる外部条件に「育成された RSJP 教官が RSJP に継続し

て勤務する」「プロジェクトで作成した民事関連科目のカリキュラム、教材が RSJP の全体カ

リキュラムに盛り込まれる」が追記された。 

 

１－４ 調査方針 

(１) 評価対象期間の取扱い 

本案件は、2004 年１月～2004 年７月の短期専門家派遣により支援内容を検討し、2005 年の

初めの R/D 署名を目指していたが、2005 年１月 21 日発令のロイヤル・デクリーにより RSJP
の上位組織として王立司法学院（Royal Academy for Judicial Professions, 以下 RAJP）の設立が

決定され、RSJP 校長の職責が不透明な時期があったこと、また RSJP 校長の人事異動の可能性

が懸念されたことにより、カンボジア側署名者が確定できなかったため、署名が 2005 年 11

月まで後ろ倒しとなった。そのため、準備フェーズとして短期専門家を派遣し協力を行ってお
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り、PDM 記載の内容は準備フェーズから実施している。そこで、今回の評価の対象期間は準

備フェーズが始まった 2004 年 11 月から現時点までとする。 

(２) ワーキンググループの位置づけ 

PDM で記載されているカンボジアの実施体制では、WG メンバーは RSJP の教官及び現校長

の 7 名となっている（以下、RSJP-WG）。しかしながら、実際は RSJP-WG メンバーが多忙で

あったために、若手教官養成の WG（教官候補生 WG）及び同 WG メンバーを含めた、実質的

な活動を行う WG（模擬記録 WG）を設置し、活動を行っている。したがって、これら２つの

WG における活動に関しても、プロジェクトの実績として評価の対象とする。 

(３) 継続案件の意見交換に関する本報告書での取扱い 

本案件及び「法制度整備支援フェーズ２」は 2008 年度から新しいフェーズに切り替わるこ

とになっており、2008 年１月に行われる事前調査に向け、今次調査で司法省及び RAJP・RSJP
と後継案件に関して意見交換を行った。内容に関しては、別途後継案件の事前評価調査報告書

にて記載することとし、本報告書では取り扱わないこととする。 

 



 －5－

第 2 章 終了時評価の方法 
 

本終了時評価は、「JICA 事業評価ガイドライン改訂版（2004 年２月）」に基づき実施された。同

ガイドラインは、経済協力開発機構（OECD）開発援助委員会（DAC）の“The Principles for Evaluation 
of Development Assistance”（1991 年）に沿ったものであり、以下の３つの要素から成る。 

(１) PDM に要約された計画とプロジェクトの実績を比較することにより、プロジェクトの効果

を検証すること。 

(２) 妥当性、有効性、効率性、インパクト及び自立発展性の５つの評価項目の視点から、プロ

ジェクトの価値判断を行うこと。 

(３) 当該プロジェクトから、他のプロジェクト形成及び実施に際しての提言及び教訓を導き出

すこと。 

評価の実施に際しては、事前に「評価グリッド」（付属資料２ ミニッツの添付資料２、３）を

作成した。これは、評価に必要なデータ、情報を明確化するためである。同グリッドには、プロジ

ェクトの各種報告書、インタビュー・アンケート調査から得られた情報などを整理した。 

 

２－１ 評価設問と必要なデータ・評価指標 

本終了時評価に際しては、事前に報告書等の資料及び既存 PDM をレビューした結果、下記の数

点が依然不明瞭であった。したがって、これらの点につき、確認することとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－２ データ収集方法 

主な情報データ収集方法は、下記の通りである。 

●過去の調査報告書のレビュー 

●プロジェクトより提出された関連資料のレビュー 

●日本人専門家へのインタビュー 

●カウンターパート（RSJP-WG、教官候補生 WG、模擬記録 WG）への質問票調査及びインタ

ビュー 

●RAJP 学院長、RSJP 校長への質問票調査及びインタビュー 

◆ プロジェクト目標、成果の達成度 
◆ JICA とプロジェクトとの連携・協力体制、カンボジア側関係機関間の協力体制 
◆ カンボジア国及び RSJP のニーズとの整合性 
◆ 他ドナーの RSJP に対する支援状況（現状） 
◆ RSJP 以外の関係機関からの評価 
◆ プロジェクト開始後の重大な変化（政策の変更など）の有無 
◆ プロジェクト実施に際して直面した問題点（有無及び内容） 
◆ 成果の達成・プロジェクト目標の達成に際する阻害･促進要因 
◆ インパクト 
◆ 自立発展性：政策支援の継続見込み、予算措置状況と今後の見込み、教官確保の見込み、組

織体制の整備状況 

◆ 技術移転方法（アプローチ）の適否 
◆ RSJP、RAJP の意思決定状況 
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●RSJP 第２期生及び第３期生へのインタビュー 

●プノンペン市裁判所へのインタビュー 

●法曹養成研究会委員への質問票調査 

●フレンチ・コーポレーションへのインタビュー 

 

２－３ データ分析方法 

今回の終了時評価においては、量的な目標値が設定されていなかったこと（教材の数など）、キ

ャパシティ・ディベロップメント的側面の強い活動が多かったこと（教官の能力向上、RSJP の組織

体制確立など）等の理由により、主に定性分析によるものとなった。 

 

(１) これまでの実績など、既存資料に情報のある項目 

まず、既存資料の情報を達成度グリッド、評価グリッドに整理した。既存情報を書き込んだ

両グリッドにつき、日本人専門家の確認を受けると共に、必要な情報が欠けている部分につい

ては、質問票調査及びインタビュー調査を行い、補完した。可能な限り正確性を求めるため、

１つの項目につき複数の情報源を設定するよう努めた。 

 

(２) 既存資料に言及されていない項目（自立発展性など） 

日本人専門家、法曹養成研究会委員、カウンターパート、RAJP/RSJP 関係者を対象とした

質問票をそれぞれ作成した。各質問項目は、それぞれ回答適任者と思われるグループの質問票

に掲載するとともに、できる限り複数の質問票に盛り込み、裏づけを得ることができるように

した。カウンターパートについては、RSJP-WG（７名）、教官候補生 WG 及び模擬記録 WG（計

17 名）の合計 24 名全員に配布され、うち 20 名から回答を得た。回答を確認の上、必要に応

じて更に詳細な聞き取り調査（セミ・ストラクチュアド・インタビュー）を行うこととしたが、

限られた期間に全員に集まってもらうことはできないため、インタビューは 24 名全員を対象

とせず、RAJP 学院長、RSJP-WG から校長及び教官３名、教官候補生 WG から２名、模擬記

録 WG から３名、第２期生２名、第３期生４名について詳細聞き取り調査を行った。このほ

か、プロジェクトのコスト比較のため、RAJP/RSJP のマネジメント及び刑事分野で協力して

いるフレンチ・コーポレーションにもインタビューを行った。 
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第３章 調 査 結 果 
 

３－１ 聞き取り調査結果 

本調査ではプロジェクト実績を示す資料、現地関係者からの質問票回答及び聞き取り、日本側関

係者からの質問票回答から実績、実施プロセス、実施上の貢献・阻害要因等にかかる情報を得た。

これらのプロジェクトに関する情報をカンボジア側との協議をふまえてまとめたのが評価グリッド

（付属資料２：ミニッツの別添資料２、３のとおり）である。以下に聞き取り調査結果、調査票回

答、カンボジア側との協議、合同評価会議の概要を説明する。 

 

３－１－１ 聞き取り対象者と実施日 

聞き取り調査は日本人専門家２名とカンボジア側関係者を対象に、カンボジア国内で実施した。

対象者及び聞き取り実施日時は表に示すとおりである。 

月日（曜日） 時 間 対 象 者 

10 月 16 日（火） 8:30～12:00 

 

柴田紀子専門家 

森田隆専門家 

10 月 17 日（水） 09:00～10:30 

10:30～12:00 

14:00～15:00 

15:00～16:00 

テップ・ダロン RAJP 学院長 

ヴァン・パン RSJP 校長 

サリ・ティアラ RSJP 教官（控訴裁判所判事） 

ソム・セレイブット RSJP 教官（最高裁判所判事） 

10 月 18 日（木） 09:00～10:00 

10:00～11:00 

 

13:00～14:00 

 

14:00～15:00 

15:30～16:30 

イッ・プン氏（模擬記録 WG、弁護士） 

イン・ヴァンビボル氏 

（教官候補生、コンポンチュナム州裁判所判事） 

チャン・シナ氏 

（教官候補生、プノンペン市裁判所判事） 

イム・サリー氏（模擬記録 WG、弁護士） 

ユー・ブンレン RSJP 教官（控訴裁判所所長） 

10 月 19 日（金） 08:00～09:00 

 

09:00～10:00 

 

10:00～11:00 

11:00～12:00 

14:00～15:00 

 

15:30～16:30 

ソッチア氏 

（２期生、コンポンチュナム州裁判所実務修習生）

フオットヒエン氏 

（２期生、プノンペン市裁判所実務修習生） 

エリーゼ氏（French Cooperation） 

トゥッ・タリッ氏（司法省民事局局長） 

テッ・ソティー・ボラチャー氏、セイン・リエン氏、

ピッ・マラエン氏（それぞれ RSJP３期生） 

カエ・ケコン氏（プノンペン市裁判所副所長） 

ソック・ドゥオン氏（プノンペン市裁判所検察官）

ヘンボッ・ピエン氏（プノンペン市裁判所書記官）

 

３－１－２ 聞き取り内容の概要（議事録要約は付属資料４のとおり） 

日本人専門家からは、成果１の達成状況について、RSJP の組織運営面に問題があるという点、

教官候補生養成の活動は PDM には記載が無かったが活動に支障は生じていない点、民法成立の

遅延・資料の少なさにより民法科目の活動が実施しづらいという問題が生じた点が指摘された。 
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RAJP 学院長、RSJP 校長からは、共に RSJP の組織運営（教官確保）に問題がある旨指摘があ

った。一方で、教官候補生は教官の経験がないため、すぐに教官にすることはできないというコ

メントがあった。また、日本の支援はプロジェクトの計画が詳細で良いという評価、及び支援を

継続してもらいたいという要望があった。 
RSJP 教官からは共通して、教材の量が十分ではないがまだカンボジア側だけで改善する能力は

ないこと、教官候補生は教官としての経験を積む必要があるが、継続して養成する意義があるこ

とが指摘された。 

教官候補生からも、教官と同様に、教材が不十分であるがまだカンボジア側だけで作成・改善

することはできないこと、また教官候補生の人数を増やしてほしいとのコメントがあった。 

模擬記録 WG のメンバーからは、教官が忙しいために模擬記録 WG を設置したことで教材作成

が進められた、また模擬記録という形に残すことができたという評価があった。 

現在実務修習生として裁判所に所属している RSJP２期生は、RSJP にて民法・民事訴訟法を十

分に学ぶことができたが、手続に関しては第一審手続しか扱っておらず、保全・執行の手続が教

えられていないことが問題点として挙げられた。また、裁判所では本人訴訟が多いために様々な

問題に直面しているとのコメントがあった。一方で、同２期生は、2.5 日の継続教育しか受けて

いない現職裁判官よりも、新しい民法（草案）・民事訴訟法を理解しており、書記官等から質問

を受けているという情報が得られた。 

現在 RSJP において教育を受けている３期生からは、一つのトピックについて複数回の講義が

行われるようになっているが、カリキュラムどおりに講義が行われていないという問題が指摘さ

れた。また教材については量・質ともに向上が必要との意見、日本人教官とカンボジア人教官の

違い（日本人教官の方が、資料が詳細であり、説明の中に事例が多いため、分かりやすい）につ

いて指摘があった。 

実務修習生の受け入れ及び１期生の就職先となっているプノンペン市裁判所では、学校での勉

強をもう少し増やす必要があると感じることもあるが、全体としてインターン生は新民事訴訟法

についてよく理解しているという評価があった。 

RAJP の運営指導及び RSJP において刑事分野の支援を行っているフレンチ・コーポレーション

に対しては、効率性の比較を行うことを目的として聞き取りを行ったが、様々なプロジェクトの

総額及び現地専門家の人数しか把握することができなかった。 

 

３－２ 質問票回答結果（主要なコメントの要約は付属資料５のとおり） 

既に述べたように日本国内の法曹養成研究会関係者に対しては質問票を配布し、７名から回答を

得た。 

質問票に対する回答では、カンボジア側関係者の能力は向上が見られるが不十分であり、まだ支

援が必要である、また教材は質・量ともにまだ作成する必要があること、そして教官候補生を継続

して養成する重要性を強調するコメントが寄せられた。なお、カンボジア国内にて聞き取りを行っ

た対象者に対する質問票配布・回答受領しているが、内容は聞き取り内容と重複するため割愛する。 

 

３－３ 関係者協議結果 

３－３－１ 関係者協議のアジェンダと参加者 

10 月 22 日午前に、それまでのインタビュー結果を確認し、情報を補足するとともに、評価結
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果に関してカンボジア側プロジェクト関係者と協議を実施した。日本側参加者は調査団員６名、

現地専門家２名及び法制度整備支援プロジェクト専門家３名、事務所職員２名であった。カンボ

ジア側参加者は以下のとおりであった： 

テップ・ダロン学院長、ヴァン・パン校長、ユー・ブンレン教官、モン・モニチャリア教官、

サリ・ティアラ教官、イン・ヴァンビボル教官候補生、チャン・シナ教官候補生、セム・サコ

ラ教官候補生、セン・ニャン教官候補生、タン・スンレイ教官候補生、プラン・サムナン教官

候補生、ユー・ブナ教官候補生 

 

３－３－２ 協議の概要（協議内容要約は付属資料６のとおり） 

関係者協議では、日本側調査団から評価の趣旨と５項目評価の仕組みを説明した。その後、本

プロジェクトは後継案件の実施が決まっていることから、現フェーズでの課題を整理する趣旨で、

カンボジア側参加者が自己評価を述べ、これに調査団から質問する形で協議が進められた。 

教官候補生はそれぞれプロジェクトの活動を通して民法（草案）・民事訴訟法の理解を深めるこ

とができたという評価を行っている。一方で、今後の課題としては、①民法（草案）、民事訴訟

法は新しいためさらに理解を深める必要がある、②全国で解釈の統一を進める必要がある、③統

一的な書式の作成が必要であるという３点が共通して述べられた。教官からは、民法（草案）に

関しては教材のもととなる資料が不足していること、教官が講義の資料を作成する時間を十分に

取れないこと、教材作成は、従前、教官全員で議論していたが、教官を小グループ化して分野別

に教材作成をする方が集まりやすく良いという意見が出された。教官候補生に関しては、教官と

して教壇に立つには実務経験が必要であるという指摘があった。 

教官候補生と同様、教官からも共に統一書式作成の必要性についての指摘があった。本来であ

れば司法省が中心となって書式作成を行うべきであるものの、司法省も人材不足であり、司法省

の下に委員会を設置し、RSJP 教官や教官候補生が委員として参加し作業を進める案も挙げられた。 

 

３－４ 合同評価会議結果 

関係者からの聞き取り、日本側関係者・カンボジア側関係者からの質問票回答、評価団とカンボ

ジア側関係者の協議を通して得られた情報をもとに、評価団はプロジェクトの実績、実施プロセス、

評価５項目に基づく分析を行い、10 月 23 日に評価分析結果をミニッツ案としてカンボジア側に示

し、コメントを受ける形で合同評価会議を開催した。 

日本側からの参加者は評価団６名、本プロジェクト専門家２名、法制度整備支援プロジェクト専

門家３名、事務所職員２名だった。カンボジア側は、テップ・ダロン RAJP 学院長、コエッ・セカ

ノ事務局長、ヴァン・パン RSJP 校長が参加した。この内容を踏まえ、修正したものを 10 月 25 日

午前に双方で再度内容の確認を行った。合同評価会議の協議結果は付属資料２の「Minutes of 
Meetings」として最終的にまとめられ、10 月 26 日午前評価調査団長とテップ・ダロン RAJP 学院長

との間で署名交換がなされた。 
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第４章 プロジェクトの実績 
 

４－１ プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標：RSJP が裁判官・検察官候補生養成のために必要な民法（草案）・民事訴訟法に

関する教育を実施する。 

RSJP において必要な民法（草案）、民事訴訟法についての教育が実施できているか否かを測る指

標としては、１）改訂されたカリキュラムに基づいた授業の内容、及び２）RSJP 研修生の民法（草

案）・民事訴訟法にかかる理解度、の２つが設定されている。プロジェクト目標の指標として適切と

判断されたことから、これら２つの指標を用いて達成度を確認した。 

まず、改定されたカリキュラムに基づいた授業の内容であるが、本プロジェクトで策定した第２

期生のカリキュラムについては、既に前期８ヶ月の講義全てが終了しており、当該講義につき第２

期生（研修生）及び RSJP 教官に対して、プロジェクトの活動の中で、アンケート調査を実施して

いる。同結果によると、研修生、教官ともに民事分野の教育内容を高く評価しており、彼らの高い

満足度を示している。その理由としては、カリキュラムの存在、講義内容の充実及び教材の豊富さ

などが挙げられている。また、本プロジェクトでは、第２期生用カリキュラムを改善し、第３期生

用カリキュラムも作成しており、同様のアンケート調査を第３期生に対しても実施している。第３

期生は、現在、前期課程の途中であることから、民事訴訟法科目の講義が終了した時点で、民事訴

訟法科目のみを対象として実施したが、第２期生と同様、高い評価を示す結果となっている。 

RSJP 研修生の民法（草案）・民事訴訟法にかかる理解度については、RSJP 側が主体となって実施

している試験（前期終了後に実施）結果、日本人専門家が実施しているペーパー試験結果、プレゼ

ンテーションや各種セミナーにおける質問・議論の内容など、いずれをとっても、科目や設問の難

易度により多少のばらつきはあるものの、総じて彼らの理解が深まっていることを示す結果となっ

ている。 

このように本プロジェクトは、プロジェクト目標の達成に向かい、着実な進捗を遂げていると言

える。カリキュラムが策定され、必要な教材が作成されており、同カリキュラムに沿って、教材を

用いて教育が実施されるようになってきている。また、教員の能力も向上してきている。したがっ

て、プロジェクト目標は、概ね達成されつつある、と判断された。 

 

４－２ アウトプットの達成状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

成果１を除き、概ね計画通りに進捗していることが確認され、プロジェクト期間中の達成が見込

まれると判断された。成果１については、プロジェクト期間中の達成は困難であると判断された。 

 

本プロジェクトで達成が期待される成果（PDM に記載のもの） 

成果１：RSJP と民事分野の教官が民法（草案）・民事訴訟法に関する教育内容を改善するため

に組織的に取り組む体制を構築する。 

成果２：RSJP における民法（草案）・民事訴訟法に関する教育内容（カリキュラム）が改善さ

れる。 

成果３：RSJP において民法（草案）･民事訴訟法に関する教材が整備される。 

成果４：RSJP の民法（草案）・民事訴訟法に関する科目を担当する教官の能力が向上する。 
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成果１：RSJP と民事分野の教官が民法（草案）・民事訴訟法に関する教育内容を改善するために組

織的に取り組む体制を構築する。 

 

指標としては、１）WG 会合の回数、及び２）WG 会合の内容、の２つが PDM に設定されていた。

これは、プロジェクト計画当初には、民事分野の教官、教務部長から成る RSJP-WG が定期的に会

合を持ち、また、会合において必要な議論がなされることが確保されれば、日本の司法研修所にお

ける民事裁判教官室のような組織体制が構築できると見込んでいたことによると思われる。しかし

ながら、実際には、教官は全員兼任であり、RSJP の専任教官がいないこと、また、彼らは全員裁判

官等の本業で多忙を極めており、実質上は RSJP のマネジメントにかかる業務については、自らの

責任事項であるとの認識を有していないこと、また、WG は本プロジェクト実施のために、暫定的

に設置されたものであり、もともと RSJP 内部で恒常的に存在するものではなかったこと、などの

理由により、上記２つの指標のみでは、組織体制の構築という成果１の達成度を測るには不十分で

あると判断された。そこで、評価用 PDM では、新たに３）WG 会合のメンバー構成、４）RSJP 組織

体制としての WG の機能状況の２つを新たに指標として追加し、計４つの指標を用いて達成度を確

認した。 

RSJP-WG メンバーは、プロジェクト期間を通じて、RSJP における教官業務についてはその責務

を果たしてきている。しかし、2005 年以降、裁判官等の本業で多忙を極めるようになり、本プロジ

ェクトにおいて彼らの参加が期待されていた活動について、参加することが困難となった。これま

でプロジェクト活動を実施してきた中で、カンボジア側、日本側ともに、「RSJP-WG メンバーに対

し、RSJP 民事教育に関する全てのこと、つまり講義の実施からカリキュラムの策定・改定、教材の

作成、学校運営までを期待すること自体に無理があった」と認識するに至っている。本プロジェク

トでは、RSJP-WG が事実上、予定されていた活動を行うことができない状況になったことから、新

たに別のメンバーからなる教官候補生 WG、模擬記録 WG を設置し、彼らの参加によりプロジェク

ト活動の一部を実施、成果を得てきている。 

このように、現状を正しく認識し、迅速に代替策を講じ、教官候補生 WG、模擬記録 WG を設置

して活動を実施してきたことは、高く評価された。一方で、人材拡充の必要性は、プロジェクト計

画段階で明確に認識し、プロジェクトの枠組みの中に盛り込まれるべきであったとの反省点も得た。

教官候補生 WG、模擬記録 WG の設置によりプロジェクト活動は実施されたが、RSJP が将来に渡り

継続的に教育内容を改善していくための組織体制は、必ずしも構築されたとはいえないのが現状で

ある。 

 

成果２：RSJP における民法（草案）・民事訴訟法に関する教育内容（カリキュラム）が改善される。 

 

指標としては、１）カリキュラム改訂プロセス、２）改訂されたカリキュラムの評価（内容、質）、

３）民事関連科目の実施状況（回数・内容・参加者数）、及び４）セミナー／WS の実施状況（回数・

内容・参加者数）の４つが設定されている。成果２の指標としてはいずれも適切と判断されたため、

これらの指標により、終了時評価時点における達成度を確認した。 

民事分野に関するカリキュラムは、第１期生の教育経験から得た問題点・反省点を考慮し、

RSJP-WG メンバーを中心に、日本人長期専門家及び法曹養成共同研究会委員の助言・支援を得つつ、

第２期生用のカリキュラム概要を作成した。同概要は、RSJP 校長が主体となってとりまとめの作業
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が行われた後、RSJP 全体のカリキュラムに盛り込まれ、第２期生の教育に適用された。また、第３

期生用カリキュラムについても、第２期生の教育経験から更に改善すべき点を整理し、修正を加え

て作成、RAJP 学院長・RSJP 校長と日本人長期専門家の議論を踏まえ、策定された。第３期生につ

いても、同カリキュラムに基づいて教育が実施されている。 

第２期生及びカンボジア人教官に対して実施したアンケートの結果では、RSJP 民事科目の講義に

対する高い評価を示している。理由の一つとしては、カリキュラムの存在と講義内容の充実が挙げ

られている。なお、民事関連科目は、第２期生前期は概ねカリキュラムどおりに、全 105 回の講義

が実施された。 

セミナー／WS については、2005 年６月に模擬裁判を行い、RSJP 研修生 50 名、弁護士養成校研

修生 15 名が参加した。実施計画は主に日本人専門家が作成しているが、使う教材や研修生の理解促

進のために留意すべき点については RSJP-WG と共に検討した。 

このように、カリキュラムの策定に際しては、各科目の意味や位置づけについて考慮しつつ、議

論を重ねて策定されたことから、民事分野の教育内容は改善されたと判断された。 

 

成果３：RSJP において民法（草案）･民事訴訟法に関する教材が整備される。 

 

指標としては、１）教材・シラバス作成のプロセス、２）整備された教材・シラバスの質、数、

及び３）教材が使用された講義の回数の３つが設定されている。成果３の指標としてはいずれも適

切と判断されたため、これらの指標により、終了時評価時点における達成度を確認した。 

教材としては、民法レジュメ（1）、民法ケーススタディ、民事第一審手続きマニュアル、民事訴

訟法レジュメが作成されているほか、模擬記録及び民法レジュメ（2）が作成中である。レジュメ作

成の前段階として、各科目につき講義メモを作成したが、同メモを検討し、内容の充実を図ること

でレジュメの形に整理した。シラバスに該当するものは作成していない。 

本プロジェクトの開始段階では、カンボジア側が主体となって活動を実施し、日本人専門家は彼

らの活動をサポートする、という位置づけを堅持し、こうした活動を通じてカンボジア側のキャパ

シティ・ディベロップメントにつなげることを第一優先事項とするため、あえて作成する教材の数

について目標値を設定しなかった。終了時評価時に至るまで、目標値は設定されておらず、したが

って計画段階での目標値と比較して、量的評価を行うことはできなかった。 

しかしながら、教材が皆無に近い状態であったプロジェクト開始時の状況と比較すると、上記の

教材を作成し、既に教育に活用されており、それにより教官が講義を適切に行えるよう、また、研

修生の理解が促進されるようになったことは、高く評価されるべき事項であることが確認された。 

質の面では、民事訴訟法関連の教材は、必要なトピックは概ねカバーされており、また、内容も

正確性、詳細性のいずれについても一定程度のレベルに達している。しかしながらより充実した教

育には数を増やす必要がある。一方、民法関連の教材については、民法自体が膨大なボリュームの

ある法律であり、条項数も多いことから、必要なトピック全てがカバーされているとは言えず、ま

た内容についても、十分とは言えない状況である。このように、裁判官、検察官を養成する学校で

使用する教材としては、質、量の両面において依然十分ではなく、更なる充実が必要であると判断

された。 
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成果４：RSJP の民法（草案）・民事訴訟法に関する科目を担当する教官の能力が向上する。 

 

指標としては、１）セミナー／WS のレポートと参加者数、２）研修内容に関する教官の理解度、

及び３）教官による民事関連科目の実施状況（回数、内容、参加者数）の３つが設定されている。

成果４の指標としては適切と判断されたため、終了時評価時点における達成度を確認した。 

カリキュラム及び教材作成を通じて、また、カンボジア国内で実施されたセミナーや JICA-Net
セミナーなど日本人長期専門家や法曹養成共同研究会の委員によって行われた知的投入を消化する

ことにより、RSJP 民事科目の教官は民法（草案）及び民事訴訟法に関する理解を深めてきており、

彼らの能力は着実に向上しつつある。現在 RSJP で実施している講義については、教材の作成、教

官自身の理解促進、これまでの経験の蓄積などから、一部の教科に関しては、既に RSJP 教官自身

で実施することが可能な状態になっている。 

しかし、主に民法（草案）に関する一部のトピックについては、教材が十分に揃っていないこと、

また、条文が多いために民法（草案）に関する教官の理解が依然十分でないことから、更なる向上

が必要な部分も残っている。こうした部分については、現在でも日本人専門家が RSJP での講義を

実施している。 

したがって、RSJP は、日本人専門家の支援なしで、自立して講義を実施していくのに十分な能力

を有するには至っていないことが確認された。 

 

４－３ 投入実績（投入内容詳細は付属資料７のとおり） 

以上のようなアウトプットを産出するため、日本側は次ページのような投入を行った。内訳は、

人材、資機材、本邦研修及び経費である。 

プロジェクトの投入実績（日本側） 

 
2004.11 

-2005.10※1 
2005.11 

-2006.3 
2006.4 

-20073 

2007.4 
-2007.10 
（現在） 

2007.10（現在）
-2008.3 
（予定） 

長  期  

１名 
(～2006.2) 
２名 
(2006.2～) 
延べ 5M/M 

２名 
延べ 
24M/M 

２名 
延べ 
14M/M 

２名 
延べ 10M/M 専門家

派 遣 

短  期 ４名 ２名 ３名 なし ６名 

本 邦 研 修 ６名  16 名 16 名 なし 

専 門 家 6,818 11,776 22,452 12,183 未定 

通 訳 傭 上 1,706  1,920 0 未定 

国 別 研 修 7,141 ０ 10,442 10,772 ０ 

現地業務費 1,128 2,895 4,452 6,029 未定 

供 与 機 材 122 959 ０ ０ ０ 

経 費 
(千円) 

J I C A - n e t 
( 通 訳 ) 

N/A N/A 225 229 ０ 

[合計]  16,915 15,630 39,491 29,213  

※１ 準備フェーズ。 
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なお、カンボジア側からは、日本人専門家の事務所スペース、カウンターパートの配置（RSJP-WG
メンバー７名、教官候補生 WG 及び模擬記録 WG17 名の計 24 名）、セミナー等開催の際の会場が提

供されている。また、日本人専門家の事務所の電気代、水道代は RAJP/RSJP が負担している。 

 

４－４ 上位目標の達成見込み 

上位目標： 裁判官検察官養成校（RSJP）において民法（草案）･民事訴訟法に基づく民事裁判の

手続きを理解した裁判官・検察官候補生が育成される。 

 

指標としては、１）裁判官・検察官に任命される RSJP 修了生の数、及び２）RSJP 修了生の民事

裁判手続きにかかる理解度、の２つが設定されている。上位目標の指標としては適切と判断された

ため、終了時評価時点における現状を確認した。 

指標１については、RSJP 第１期生 55 名が卒業し、36 名が裁判官に、19 名が検察官に任命されて

いる。しかしながら、第 1 期生はプロジェクト開始以前に RSJP で教育を受けており、本プロジェ

クトが策定、作成したカリキュラムや教材による教育は受けていない。第２期生以降は、本プロジ

ェクトで策定したカリキュラムに基づき、本プロジェクトで作成した教材を用いて、日本人専門家

によるセミナーや JICA-Net セミナーなどにより能力を向上した教官が講義を実施しているが、第２

期生は現在、中期インターンシップの最中であり、RSJP における教育を完了していない。また、第

３期生についても本プロジェクトで改善した教育を受けているが、現在、前期課程の途中であり、

RSJP における教育を完了していないため、上位目標の達成見込みを測るには時期尚早である。 

指標２については、上記のような状況であるため、RSJP 修了生の民事裁判手続きにかかる理解度

を測るには、時期尚早である。 

したがって、現時点では上位目標の達成見込みを現時点で判断することは時期尚早である。 
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第５章 実施プロセスの評価 
 

プロジェクトの実施プロセスの評価については、１．プロジェクトのマネジメント体制、２．カ

ンボジア側実施機関のオーナーシップ、３．プロジェクトの効果発現に影響を与えた要因（貢献要

因、阻害要因）の３点から分析する。 

 

５－１ プロジェクトマネジメント体制 

５－１－１ 日本側マネジメント体制 

本プロジェクトの実施にあたっては、日本において、裁判官・検察官等法曹人材を養成する唯

一の機関である最高裁判所司法研修所の教官を委員長とする法曹養成研究会が組織され、法律実

務及び法曹教育の経験豊かな裁判官、検事及び弁護士が、RSJP の民事教育に関するカリキュラム

の作成・改訂、教材の作成・改善、教官候補生の育成等への助言を行ったほか、現地セミナー、

本邦研修等の実施に協力した。当該研究会を含む日本側関係者に対しては、長期専門家が現地で

のプロジェクトの進行状況を週間報告書で定期的に報告したほか、適宜必要に応じて開催された

法曹養成研究会（長期専門家及び現地事務所担当者がテレビ会議を通じて参加）において、プロ

ジェクトの現状分析と活動方針に係る議論が行われた。 

また、本プロジェクトの長期専門家（法曹養成）が所属する法務省法務総合研究所国際協力部

（International Coopertion Department, 以下「ICD」という。）は、本プロジェクトの実施において、

同部教官が法曹養成研究会の委員として活動を行ったことに加え、同部が長期専門家の活動を組

織的にサポートすることにより、本プロジェクトに多大な貢献を行った。なお、長期専門家、JICA
カンボジア事務所及び JICA 本部は適切に連携・協働し、ドナー間の調整などを行った。 

 

５－１－２ カンボジア側マネジメント体制 

本プロジェクトの実施にあたり、R/D 署名前は、RSJP の組織・責任体制が不明確であるなどの

問題を抱えていたが、プロジェクトの中盤以降は、RAJP 学院長、事務局長、及び RSJP 校長が、

RSJP のマネジメントを担うようになり、長期専門家と調整を行った。ただし、定期的な協議の枠

組みはなく、必要な調整に時間がかかるなどの問題もあった。 

また、本プロジェクトのカンボジア側の実施体制として RSJP-WG が設置されたが、RSJP の校

長がメンバーに含まれているものの、他のメンバーは非常勤教官であり、RSJP においては組織的

に民事教育内容を改善する責任を持つ民事教官室のような組織が無く、また、マネジメント部門

を十分に巻き込んだ実施体制にはなっていなかった。さらに、前述のとおり、RSJP-WG のメンバ

ーがそれぞれの本来業務で多忙を極めたため、2006 年４月以降は WG としての活動を行うことが

できなかった。そのため、これも前述のとおり、RSJP のマネジメント部門との合意のもと、教官

候補生 WG 及び同 WG メンバーを含めた、教材作成に関する実質的な活動を行う模擬記録 WG を

設置し、活動を行った。 

 

５－１－３ プロジェクト実施上の問題 

まず、プロジェクト開始前に RSJP の組織・責任体制が不明確であったことは事実であるが、

RSJP の組織的な枠組みが確定した時点で、マネジメント部門を巻き込んでプロジェクトの実施体

制を整えるなど、RSJP が組織的・主体的に教育内容の改善に取組む体制とすることが必要だった
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と考えられる。 

次に、プロジェクト開始当初から、RSJP-WG のメンバーの業務負担が過多とならないような対

応を取る必要があったと思われる。すなわち、プロジェクトの当初の計画では、RSJP-WG のメン

バーが、RSJP における講義を実施し、民事分野のカリキュラムを作成・改訂し、講義で使用する

教材を作成・改善し、さらには RSJP の民事教育全体のマネジメントも行う、といった様々な業

務を負担することが想定されていたが、校長を除く RSJP-WG のメンバーが本来業務を他に担当

していることに鑑みれば、この計画は RSJP-WG のメンバーに過度の負担を強いるものであり、

さらなる工夫の余地があったと言わざるを得ない。 

さらに、教官候補生 WG 及び模擬記録 WG の活動について、結果的には、これらの WG による

活動がプロジェクト目標の達成に大きく貢献したことは疑いがないが、これら WG による活動を

本プロジェクトにおいてどのように位置づけるべきか、カンボジア側と日本側で認識を共有する

機会を早期の段階で設けることを考える必要があったと思われる。この点、いずれの WG も RSJP
のマネジメントの合意のもとで設置した WG であり、また、WG の活動の実績を重ねることでカ

ンボジア側の教官育成に対する認識を深めていったプロセスがあり、これら WG の活動は、プロ

ジェクト目標達成の重要な要素となったのみならず、教官候補生の中から書記官養成校及び弁護

士養成校の教官が輩出されるといった正のインパクトを生ぜしめたことも事実である。しかしな

がら、人材不足の中でやむを得ないこととはいえ、目先のニーズへの対応が先行し、カンボジア

側及び日本側に長期的なビジョンが共有されない状態のまま活動が行われたことについては、プ

ロジェクトのマネジメントという観点からは、検討の余地があろう。特に、教官の確保（及び養

成）は、プロジェクト目標達成のために必要不可欠だったのであり、このような極めて重要な事

項については、プロジェクト期間を超えた将来計画を含めて、カンボジア側及び日本側において、

認識の共有が必要であったと思われる。 

 

５－２ カンボジア側実施機関のオーナーシップ 

カンボジア側実施機関である RSJP は、RAJP 学院長、事務局長及び RSJP 校長がマネジメント部

門を担当するようになり、また、実施体制として、プロジェクト開始当初から、校長及び非常勤教

官で構成される RSJP-WG を設置した。しかしながら、マネジメント部門が RSJP の組織的な取組み

に向けて強力なリーダーシップを発揮する例はほとんど見られず、また、やむを得ない事情とはい

え、RSJP-WG が活動を停止してしまったことにより、RSJP は組織的・主体的に教育内容を改善す

る取組みを行うことができなくなった。さらに、カリキュラムの改訂や教官の手当てがつかなかっ

た講義の実施等について、カンボジア側には長期専門家に対する依存体質が残存している。これに

加え、活動経費の面において、財務省から限られた予算しか配分されず、不足分は独自にドナー等

から確保するよう奨励されているという事情のもと、教官に対する手当ての一部の負担を日本側に

求めるなど、RSJP を自立的に運営できているとは言いがたい現状がある。 

ただし、本プロジェクトを通じて、RSJP のマネジメント部門に、学校を継続的に運営するために

必要なこと（例えば教官を将来的に確保するために行うべきこと）についての問題意識が生じ始め

ている。さらに、教官候補生 WG や模擬記録 WG のメンバーの意識は相当程度に高く、RSJP が、

これらの若手に刺激を受けている姿も見られる。今後は、より自立的な学校運営に向けて、高いオ

ーナーシップを発揮することが期待される。 
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５－３ プロジェクトの効果発現に影響を与えた要因 

本プロジェクトは当初短期専門家のシャトル派遣による実施を検討していたが、長期専門家を派

遣したことにより、教官等への日常的な助言・指導活動などを通じてカンボジア側との信頼関係を

築き、現地の情報・状況を適宜適切に入手できる体制となったことは貢献要因として挙げられる。

また、長期専門家の派遣元である ICD の強力なサポートに加え、民法・民事訴訟法の起草に協力し

た法整備支援プロジェクトと適切に連携・共同が図れたことも、貢献要因として評価できる。法整

備支援プロジェクトの長期専門家や最高裁判所や ICDをはじめとする日本国内の研究会委員などが

本プロジェクトの活動に協力したことは、プロジェクトの効果発現に大きな影響を与えたと言うこ

とができる。 

さらに、長期専門家が、RSJP のマネジメント部門の同意のもと、教官候補生 WG 及び教材作成

WG を組織し、これら WG と活動を行うというフレキシブルな対処をしたことは、マネジメントの

観点からはその過程に検討の余地が残るものの、結果的にはプロジェクトの効果発現に大きく貢献

したと評価できる。 

一方、繰り返し述べたように、RSJP-WG のメンバーが本来業務で多忙を極めたことから、WG の

活動ができなくなったことは、大きな阻害要因であった。さらに、クメール･ルージュ特別法廷の判

事に任命されるなどの関係で、教官としての業務すら困難になったことも、同様に阻害要因となっ

た。 
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第６章 評価５項目による評価 
 

評価５項目による評価結果は、以下のとおりである。 

 

６－１ 妥当性 

カンボジア国は、近年、司法制度改革に取り組んでおり、｢四辺形戦略｣や「司法制度改革のため

の短・中期行動計画」、「国家戦略開発計画」などにおいて、重点課題として位置づけている。一方、

日本の対カンボジア国 ODA 政策では、「グッドガバナンスの強化」が重点課題の一つとして掲げら

れており、その中で司法分野における人材育成を位置づけている。本プロジェクトは、裁判官、検

察官の教育の質の向上を目指すものであり、法曹人材の育成を通じてグッドガバナンスを強化する

ものであることから、カンボジア国、日本いずれの政策にも整合していることが確認された。 

さらに、カンボジア国の民法(草案)及び民事訴訟法は、日本の協力の下に起草されたものであり、

こうした経験を下に同分野における法曹人材育成に取り組むことには、日本の優位性があることが

確認された。 

民法(草案)及び民事訴訟法について、深く、正確に理解し適用できるようになることは、裁判官・

検察官候補生にとって必要不可欠な条件である。本プロジェクトは、基本法である民法（草案）、民

事訴訟法についての教育を改善することを目指しており、このことにより両法の適切な適用を促進

するものである。 

これらのことから、本プロジェクトの妥当性は高いと判断された。 

 

６－２ 有効性 

本プロジェクトは、プロジェクト目標達成に向けて着実に歩を進めていることが確認された。本

プロジェクトの実施を通じて、RSJP は民事分野のカリキュラムを策定し、同カリキュラムに沿って

教育を実施している。同教育は、研修生・教官、また配属先・実習先の裁判所からも高い評価を得

ている。このことは、RSJP が民事分野において適切な教育を実施する能力を身に着けてきているこ

とを示している。しかしながら、一方で、一部の講義は、その実施において依然として日本人専門

家の支援が必要であることも事実であり、R/D に記載の成果の一部は、まだ十分に産出されている

とは言えない状況である。 

RSJP の組織体制の整備については、本プロジェクトでは、RSJP 教官が多忙でワーキンググルー

プの活動に時間を割けなくなったことから、教材作成を行う若手のワーキンググループとして模擬

記録 WG を設置した。これに加え、人材不足に対する危機感から、主として RSJP の卒業生の中か

ら選定された適材と思われる人物を教官候補生とし、教材作成等に携わってもらいながら養成した。

こうした活動は、本プロジェクトのもともとの計画には記載されていなかったものであるが、実際

にプロジェクト活動を実施し、一部の成果を産出することに貢献した。例えば、模擬記録や民事訴

訟法レジュメなどは教官候補生 WG、模擬記録 WG により作成され、現在最終的な見直し作業中で

ある。また、教官候補生は、両法についての理解を着実に深めてきている。RSJP の教官として教壇

に立つには、法の適用における実務経験の蓄積も必要であり、今後も更なる能力向上が必要ではあ

るものの、彼らの能力向上は一定程度には達しており、カンボジア側も将来的な彼らの活用を真剣

に考え始めている。こうした取り組みは、今後の RSJP の人材の層を厚くし、安定的な講義実施に

つなげていくために、今後も継続していく必要がある。一方で、こうしたニーズは、プロジェクト
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の計画段階で明確に認識され、プロジェクトの枠組みの中に位置づけられるべきものであったこと

も事実であり、反省点でもある。 

上記の通り、本プロジェクトの有効性は高いと判断されたが、プロジェクト目標を達成するには、

依然一部課題が残っていることが明らかとなった。 

 

６－３ 効率性 

長期専門家の派遣、短期専門家による特別講義や JICA-Net セミナー、本邦研修など日本側の投入

の内容やタイミングについては、適切であったと判断された。これにより、例えば模擬記録などの

教材が大幅な遅滞なく作成されつつある。日本国内にも支援体制を敷き、「日本に滞在して活動する

リソース」として、長期専門家と一体となって必要とされる協力を進めてきたこと、この際に長期

専門家が現地の事情や考え方、進捗等を適切に日本側につなぐとともに、本邦研修に同行しその前

後の現地におけるフォロー活動等を有機的一体的に行ってきたことは、効率的な協力の実施に大き

な役割を果たした。 

カンボジア側投入については、教官候補生 WG、模擬記録 WG の設置は特筆に価する。同投入は、

もともとの計画には設定されていなかったものの、カンボジア側は柔軟に対応し、本プロジェクト

の進捗を確保できたことは高く評価される。また、このようなカンボジア側の投入を導くことがで

きたのは、日本側長期専門家の適切な判断とカンボジア側への助言活動によるところが大きく、こ

の点においても、長期専門家の活動は高く評価できる。しかしながら、こうした投入計画は、本プ

ロジェクトの枠組みの中に明確に位置づけてあれば、より良かったと思われる。 

民法・民事訴訟法の起草支援を行っている法制度整備支援プロジェクトとの密接な協力関係、及

びそのために生じた人材の重複は、本プロジェクトの効率性に正と負の両方の影響を与えている。

RSJP-WGメンバーのほとんどは法制度整備支援プロジェクト WGのメンバーであるため、RSJP-WG
メンバーは本プロジェクトの開始時から、既に両法についての一定程度の知識を有していた。この

ことにより、本プロジェクトの効率性を高めることができると思われた。しかしながら、一方で、

このために RSJP-WG メンバーは、カンボジアにおける法曹人材の層の薄さにより、本来業務でも

多忙な状況に加えて、２つのプロジェクトに関する多大な責務を負うことになり、彼らの負担は非

常に重くなり、結果的に効率性に一定の影響が生じることとなった。 

上記のように、本プロジェクトは概ね効率的に実施されてきていると判断された。問題としては、

やむを得ない事情とはいえ、RSJP-WG メンバーの負担が大きくなりすぎたことであった。 

 

６－４ インパクト 

RSJP からは、第１期生 55 名が卒業し、うち 36 名が裁判官に、19 名が検察官に任官している。

本終了時評価が実施された時期には、RSJP 卒業生で裁判官、検察官に任官しているのは、彼ら 55

名のみであり、したがって RSJP 卒業生による民事訴訟法適用の事例は、依然として非常に限られ

ている状況である。このように、現時点で上位目標の達成見込みを検証するのは、時期尚早である

と判断された。しかしながら、現在インターンシップ中の第２期生、あるいは実際に裁判実務に携

わっている教官候補生は、しばしば民法(草案)、民事訴訟法に関して現職裁判官から問い合わせを

受けているとのことである。こうしたことから、RSJP は、裁判官、検察官による両法の適切な適用

を促進する上で、重要な役割を果たすことが期待できると判断された。 

教官候補生が能力を向上するにつれ、カンボジア国政府は、同分野において若手を育成していく
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ことの重要性を認識するようになってきている。実際に、教官候補生の一人は、最近書記官養成校

の講師として任命されている。また、模擬記録 WG メンバーの一人は弁護士養成校の準教授に任命

された。さらに、模擬記録 WG メンバーのうち MOJ 職員は、MOJ 内部に設置された、民事訴訟法

普及支援のためのグループメンバーとして正式に任命されている。このように、本プロジェクトは

裁判官・検察官候補生そのものの養成のみならず、広い意味でカンボジアにおける若い法曹人材の

育成にも重要な役割を果たしていたといえる。 

このほか、現職裁判官を対象とした継続教育は、他ドナーとの協力の下に開始され、RSJP の活動

領域は広がってきている。また、フランスが、本プロジェクトの手法を取り入れて、RSJP における

刑事分野で教官候補生の育成に乗り出している。 

これらの効果は、正のインパクトであると判断された。 

 

６－５ 自立発展性 

政策面において、法曹人材の育成・強化は、カンボジア国の政策において重点課題と位置づけら

れている。このことは、“Short and Medium-Term Plan of Action for Legal and Judicial Reform”（2005

年４月）や“National Strategic Development Plan（2006－2010）”（2006 年６月）などにも明記され

ており、この方向性はプロジェクト終了後も維持されると見込まれる。 

予算面においては、現況は満足のいく状況ではない。フレンチ・コーポレーションは、今後は RSJP
における資金援助をフランスが起草を支援した刑事教育のみに限ることとし、日本が協力している

民事部門については打ち切ることとしたため、RAJP はカンボジア国政府から必要な予算を獲得す

るよう努める必要がある。 

組織面においては、RSJP はカリキュラムどおりに講義を実施するよう努力を続けてきており、こ

うした努力により成果が上がりつつある。一方で、民事分野における講義を継続的に改善していく

ための組織体制は、依然十分に整備されたとは言えない状況である。つまり、RSJP においては、継

続的なカリキュラムや教育内容等の改善に必要な、自立発展的な組織体制がまだ充分に確立してい

ない、ということである。 

人材面においては、既に繰り返し述べている通り、本プロジェクトは教官の超過負担という問題

に直面し、同問題を解決し、若手人材の育成により、プロジェクト活動の有効性と自立発展性を高

めるよう努めてきた。短期的・長期的に見ても、こうした活動はカンボジア側にとって非常に重要

なことであり、人材面における自立発展性を確保するために有効な手段であるといえる。 

最後に、技術面についてであるが、本プロジェクトを通じて移転された知識は、カンボジア国に

おける適用可能性が高いと判断された。しかしながら、現在 RSJP で実施されている民事教育は、

民法（草案）・民事訴訟法の理解に多くの時間を割いており、裁判官・検察官の実務能力を高めるた

めには、十分なものとはなっていない。RSJP は裁判官・検察官候補生を教育する機関であることか

ら、より実務的な民事教育を行う能力を、さらに高めていくことが求められている。 
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第７章 提言と教訓 
 

７－１ 提言 

(１) 人材の更なる拡充 

RSJP においては、RSJP-WG メンバーの負担軽減、安定的な講義の実施及び学校運営のため、

教官及び教官候補生の数を増やすことが必要である。RSJP-WG メンバーが過重負担になる可

能性は、プロジェクトの計画段階で既に認識されていたが、カンボジアにおける法曹人材は非

常に限られていたため、現メンバーを WG メンバーとして選定するほかなかった。現在にお

いても、状況は改善していない。 

したがって、教官候補生育成に関する取り組みは、今後も一層強化し継続していき、現教官

の指導の下、カリキュラムや教材の作成などの業務に取り組むアシスタント教官として、順次

活用しつつ、さらなる育成をしていくことが強く望まれる。 

 

(２) 常勤教官の確保 

RSJP が組織的に教育内容の改善に取組むには、常勤教官が必要である。常勤教官は、RSJP
マネジメント部門と RSJP における民事教育のカリキュラム、教材等、全体的な枠組みを決め

る役割が求められる。 
但し、教官をどのようなリソースからどのようにリクルートするのかは、RAJP/RSJP には

決定の権限がなく、カンボジア政府が決めなければならないことであるが、RAJP/RSJP は常

勤教官確保について具体的方策について提案を作成し、継続的に政府に対して働きかける必要

がある。 

 

(３) 人カリキュラムの更なる検討 

現在、RSJP においては、同校の本来業務である実務科目の教育のほかに、相当の時間数、

民法（草案）及び民訴法の内容について講義が行われている。これは、現時点において、カン

ボジア国内の大学で両法について教育が実施されていないためである。RAJP/RSJP は、既に

実施しているとおり、今後も大学教育における両法についての教育の実施状況を継続的に調査

し、RSJP における教育の重点を、順次実務科目へと移行できるよう、カリキュラム及び教育

内容の見直し・検討を行う必要がある。 

 

７－２ 教訓 

(１) 案件立案時における人材育成の視点 

本案件では、案件実施の早期から人材育成の重要性が認識され、プロジェクト活動の一環と

して教官候補生が養成されてきた。しかしながら、プロジェクト形成の時点において、RSJP
の教官をどのように確保していくのか（又はどのように新しい教官を養成していくのか）とい

う問題に対する、カンボジア側・日本側双方の認識が十分に高いとはいえなかった。 

当初の PDM では、「教官が継続的に RSJP の講義を担当し続けること」が外部条件となって

いたが、法曹養成機関における教育が行われるためには指導担当者の確保及び養成は不可欠の

前提であり、本来、既存の数少ない教官に成りうる人材が講義を継続し続けるという形で外部

条件とすべきではなく、プロジェクト開始当初から本問題点への対策の検討をカンボジア側と
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行っていくべきであったと思われる。 

特にカンボジアのように、復興期を経て人材の層が薄く、脆弱であるような国では、計画を

立案する際に、人材育成の重要性を認識すると共に、どのような対策を採っていくべきか充分

に検討していくことが必要である。 

 

(２) 法整備支援における長期的な視点 

「カ」国では日本の協力によって 1999 年より民法・民事訴訟法案の起草作業や立法支援を

目的とした「法制度整備支援プロジェクト」を２回にわたり実施してきた。こうした協力を進

める中で、カンボジアのように法曹人材の薄い国における法制度整備の実施に当たっては、起

草に協力しただけではなく、運用に関する支援まで念頭において協力の枠組みを考える必要が

あることが強く日本側にも認識され、本プロジェクトが開始された。民事訴訟法は 2007 年７

月に適用され、民法は 2007 年 10 月に下院を通過している。民事訴訟法適用後から、実務的な

問題に関する質問が RSJP に寄せられていることから、今後カンボジア国内では運用に向けた

協力が必要となることが考えられる。 

特にカンボジアのように復興期を経て国家の様々な組織が制度・人材ともに脆弱であるよう

な国の場合、法律の起草支援のみでは起草した法令は実際に社会の中で適切に運用されず、死

文化する可能性がある。したがって、法整備支援の分野では、長期的な視野で協力を開始する

必要があり、このことを案件開始時に関係者間で共有しておく必要がある。 
また、起草支援、運用支援は共に、日本の各関係機関が協力して臨む体制が不可欠である。

運用する人材を育成する RSJPなどの養成校に対する協力においては、裁判官・検察官のほか、

実務に携わる幅広い人材の知見が必要となる。こうした人材に国際協力に携わってもらうため

には、携われるだけの実働人員の確保が必要であり、関係機関の理解・協力、及びその協力体

制の構築が不可欠である。また、ODA 事業の実施機関である JICA としては、折に触れて関

係者の理解を求めることが必要である。 

 

(３) プログラムとしての計画の必要性 

本プロジェクトは、法制度整備支援プロジェクトとともに１つの「プログラム」の中の「プ

ロジェクト」として実施していこうとしているが、これまでのところ両プロジェクトの間で、

どのように協力、あるいはデマケーションをして「プログラム」としての効果を上げていくか、

JICA の中で明確な計画は作成されていない。ましてや、司法省・RSJP・弁護士会等、プログ

ラムを構成する各プロジェクトの責任主体が一つではなく、カンボジア側にプログラムという

認識が共有されている状態ではない。両プロジェクトは、これまで緊密に連絡を取り合い、互

いに協力・連携して業務に当たってきているが、これらは日本人専門家間の個人的な協力意識

に全面的に依存するものであり、仮に専門家間の人間関係などに支障が生じた場合には、両者

の関係を担保するものは無く、プログラムとして機能しなくなるリスクを包含するものである。 

今後、複数のプロジェクトを「プログラム」として位置づける場合には、こうした点を十分

に考慮し、個々のプロジェクトの計画とともにプログラムとしての計画を明確化し、相手国側

の認識も含め、プログラムとしての成果を担保していくことが重要である。 
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1
セ

ミ
ナ

ー
/
W

S
の

レ
ポ

ー
ト

と
参

加
者

数
研

修
、

セ
ミ

ナ
ー

、
W

S
の

実
施

記
録

(4
)-

2
研

修
内

容
に

関
す

る
教

官
の

理
解

度
教

官
へ

の
ヒ

ア
リ

ン
グ

、
日

本
人

専
門

家
の

評
価

(4
)-

3
教

官
に

よ
る

民
事

関
連

科
目

の
実

施
状

況
（
回

数
、

内
容

、
参

加
者

数
）

講
義

記
録

、
研

修
生

か
ら

の
ヒ

ア
リ

ン
グ

、
講

義
の

オ
ブ

ザ
ベ

ー
シ

ョ
ン

記
録

、
日

本
人

専
門

家
の

評
価

P
D

M

指
標

指
標

の
入

手
手

段

R
S
J
P

の
民

法
・
民

事
訴

訟
法

（
草

案
）
に

関
す

る
科

目
を

担
当

す
る

教
官

の
能

力
が

向
上

す
る

。
(４

)

R
S
J
P

と
民

事
分

野
の

教
官

が
民

法
（
草

案
）
・
民

事
訴

訟
法

（
草

案
）
に

関
す

る
教

育
内

容
を

改
善

す
る

た
め

に
組

織
的

に
取

り
組

む
体

制
を

構
築

す
る

。
（
1
）

R
S
J
P

に
お

い
て

民
法

（
草

案
）
･民

事
訴

訟
法

（
草

案
）
に

関
す

る
教

材
が

整
備

さ
れ

る
。

（
3
)

＊
R

S
J
P

に
関

す
る

政
府

の
方

針
に

変
更

が
な

い
こ

と
。

(2
)

R
S
J
P

に
お

け
る

民
法

（
草

案
）
・
民

事
訴

訟
法

（
草

案
）
に

関
す

る
教

育
内

容
が

改
善

さ
れ

る
。

裁
判

官
・
検

察
官

養
成

校
（
R

S
J
P

）
に

お
い

て
民

法
（
草

案
）
･民

事
訴

訟
法

（
草

案
）

に
基

づ
く
民

事
裁

判
の

手
続

き
を

理
解

し
た

裁
判

官
・
検

察
官

候
補

生
が

育
成

さ
れ

る
。

R
S
J
P

修
了

生
の

民
事

裁
判

手
続

き
に

か
か

る
理

解
度

＊
両

草
案

の
審

議
過

程
に

お
い

て
、

両
草

案
に

根
本

的
な

変
更

が
加

え
ら

れ
な

い
こ

と
。

＊
R

S
J
P

教
官

が
R

S
J
P

に
継

続
し

て
勤

務
す

る
。

[上
位

目
標

]

[プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

]

R
S
J
P

が
裁

判
官

・
検

察
官

候
補

生
養

成
の

た
め

に
必

要
な

民
法

（
草

案
）
・
民

事
訴

訟
法

（
草

案
）
に

関
す

る
教

育
を

実
施

す
る

。

[成
果

]

裁
判

官
・
検

察
官

に
任

命
さ

れ
る

 R
S
J
P

修
了

生
の

数

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
要

約

－ 23 －－23－
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(1
)-

1
R

S
J
P

教
務

部
長

及
び

民
事

担
当

教
官

か
ら

成
る

W
G

を
設

置
す

る
。

１
カ

ン
ボ

ジ
ア

側

(1
)-

2
W

G
の

活
動

計
画

案
を

決
定

す
る

。

(1
)-

3
各

活
動

の
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
し

、
必

要
に

応
じ

て
改

善
す

る
。

1
) 2
)

(2
)-

1
第

1
期

生
の

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

を
再

検
討

す
る

。
3
)
ワ

ー
キ

ン
グ

･グ
ル

ー
プ

構
成

員
：

(2
)-

3
(2

)-
2
の

セ
ミ

ナ
ー

/
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

を
実

施
す

る
。

1
)

2
)

(2
）
-
5

3
)

(2
)-

6
1
)

2
)

 (
2
)-

8
（
２

）
－

7
の

セ
ミ

ナ
ー

/
W

S
（
模

擬
授

業
）
を

実
施

す
る

。
２

日
本

側
 (
2
)-

9
1
)
法

曹
養

成
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
2
)
業

務
調

整
：
弁

護
士

会
司

法
支

援
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
と

兼
務

１
 (

3
)-

1
W

G
に

お
い

て
民

法
（
草

案
）
、

民
訴

法
（
草

案
）
に

関
連

し
た

科
目

の
内

容
と

分
担

を
決

定
す

る
。

 (
3
)-

2
W

G
に

お
い

て
必

要
な

教
材

と
作

成
の

工
程

を
決

定
す

る
。

1
)
民

事
分

野
専

門
家

　
2
名

×
1
-
2
週

間
×

5
回

 (
3
)-

3
W

G
メ

ン
バ

ー
が

教
材

を
作

成
す

る
。

 (
3
)-

4
W

G
メ

ン
バ

ー
が

シ
ラ

バ
ス

を
作

成
す

る
。

 (
3
)-

5
新

し
い

講
義

概
要

（
シ

ラ
バ

ス
)と

教
材

を
活

用
し

て
、

講
義

を
実

施
す

る
。

 (
3
)-

6

 (
4
)-

1
R

S
J
P

に
お

け
る

民
事

訴
訟

担
当

の
教

官
に

対
す

る
研

修
内

容
を

策
定

す
る

。
 (

4
)-

2
W

G
メ

ン
バ

ー
を

含
む

R
S
J
P

教
官

に
民

事
分

野
の

現
地

研
修

を
実

施
す

る
。

 (
4
)-

3
ト

レ
ー

ナ
ー

ズ
・
ト

レ
ー

ニ
ン

グ
と

し
て

W
G

メ
ン

バ
ー

と
専

門
家

が
共

同
で

民
事

分
野

の
授

業
を

行
う

。
 (

4
)-

4
W

G
メ

ン
バ

ー
に

対
す

る
本

邦
研

修
を

行
う

。

6
-
8
名

×
1
ヶ

月
×

１
回

／
年

〔
事

務
管

理
費

用
〕

カ
ン

ボ
ジ

ア
教

職
員

給
与

〔
本

邦
研

修
〕

〔
長

期
専

門
家

〕

〔
短

期
専

門
家

〕

施
設

・
資

機
材

等
維

持
管

理
に

係
る

全
て

の
ロ

ー
カ

ル
コ

ス
ト

[活
動

]

そ
の

他
関

連
施

設
･機

材

(2
)-

4
セ

ミ
ナ

ー
/
W

S
開

催
の

た
め

の
会

議
室

･教
室

専
門

家
用

オ
フ

ィ
ス

第
2
期

生
の

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

を
策

定
し

、
民

事
関

連
の

科
目

及
び

時
間

数
を

定
め

る
。

新
し

い
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
に

基
づ

き
、

民
事

分
野

の
講

義
を

実
施

す
る

。

民
事

訴
訟

に
関

す
る

セ
ミ

ナ
ー

/
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

の
実

施
計

画
を

策
定

す
る

（
対

象
：

研
修

生
及

び
現

職
裁

判
官

）
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

･マ
ネ

ー
ジ

ャ
ー

：

[投
入

]

〔
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
体

制
〕

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

責
任

者
：

[機
材

供
与

]

(2
)-

2

(2
)-

7
第

2
期

生
の

イ
ン

タ
ー

ン
シ

ッ
プ

期
間

に
お

け
る

民
事

訴
訟

に
関

す
る

セ
ミ

ナ
ー

/
W

S
の

実
施

計
画

を
策

定
す

る
。

第
2
期

生
の

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

を
評

価
し

、
第

3
期

生
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
策

定
に

向
け

た
改

善
策

を
と

り
ま

と
め

る
。

上
記

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

の
実

施
状

況
を

モ
ニ

タ
ー

し
、

適
宜

改
善

す
る

。

〔
施

設
〕

新
し

い
講

義
概

要
（
シ

ラ
バ

ス
)と

教
材

を
活

用
し

て
実

施
し

た
講

義
の

実
施

状
況

を
モ

ニ
タ

ー
し

、
適

宜
改

善
す

る
。

追
っ

て
検

討
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－73－

時間 内容 カンボジア側面談者 場所

15 月 日本発/カンボジア着
ー

0830 事務所(担当)・専門家打ち合わせ、インタビュー
ー

JICA事務所
本館３階ネアック・ポアン

1400 専門家インタビュー
ー

JICA事務所
本館３階ネアック・ポアン

0900 RAJP学院長インタビュー
テップ・ダロン氏 RAJP

1030 RSJP校長インタビュー
ヴァン・パン氏 RAJP

1400 RSJP教官インタビュー サリ・ティアラ氏（控訴裁判所判事）
RAJP

1600 RSJP教官インタビュー ソン・セレイブット氏（最高裁判所判事）
RAJP

1700 資料整理
ー

0900 模擬記録作成チームインタビュー  イッ・プン氏（弁護士）
RAJP

1000 RSJP教官候補生インタビュー  イン・バン・ビボル氏
（コンポンチュナム州裁判所判事） RAJP

1300 RSJP教官候補生インタビュー  チャン・シナ氏（プノンペン市裁判所判事）
RAJP

1400 模擬記録作成チームインタビュー  イム・サリー氏（弁護士)
RAJP

1530 RSJP教官インタビュー ユー・ブンレン氏（控訴裁判所所長）
RAJP

0800 RSJP　2期生インタビュー  ソッチア氏（コンポンチャム州裁判所実務修
習生） RAJP

0900 RSJP　2期生インタビュー  フオットヒエン氏（プノンペン市裁判所実務
修習生） RAJP

1000 French Cooperationインタビュー
RAJP

1100 模擬記録作成チームインタビュー  トゥッ・タリット氏（司法省民事局局長）
RAJP

1400 RSJP　3期生インタビュー
テッ・ソティー・ボラチャーッ（3期生）
セイン・リエン（3期生）
ピッ・マラエン（3期生）

RAJP

1530 RSJPインターン先インタビュー  チウ・ケイン氏（プノンペン市裁判所所長）
PNH裁判所

20 土 資料整理
官団員（佐藤団員以外）到着 ー

21 日
1230

官団員（佐藤団員）到着
調査団－専門家－事務所(担当)打ち合わせ ー シャンパレス

0815 事務所(所長・次長)、専門家打ち合わせ
本館3階アンコール・ワット

0930 RSJP評価協議（学院長、教官(WG)、教官候補生） テップ・ダロン氏，ヴァン・パン氏
教官（WG），教官候補生

JICA事務所
ANNEX２階バイヨン

1430 司法省WGへの次フェーズ案説明
司法省

1700頃 事務所/社会部打ち合わせ(弁護士会PJ等）
ー

本館3階アンコール・ワット
1900 調査団・JICA事務所・専門家懇談夕食会

ー ルナ

0830 RSJPミニッツ案協議
テップ・ダロン氏，ヴァン・パン氏（合計12）

事務所
ANNEX1階バンテアイ・スレイ

1700頃 事務所、社会開発部、専門家、法総研打ち合わせ

本館3階アンコール・ワット
0830 RAJP学院長・事務局長・校長協議（評価内容の共有及び次案概

要説明）
テップ・ダロン氏，ヴァン・パン氏
コエッ・セカノ氏

JICA事務所
ANNEX２階バイヨン

1500 司法大臣への次フェーズ案説明・協議
司法省

1700 社会開発部・MOJ専門家打合せ
司法省

0830 RAJPと終了時評価ミニッツ案協議 テップ・ダロン氏，ヴァン・パン氏
コエッ・セカノ氏

RAJP学院長・事務局長・校長協議
（次案説明のフィードバック）

テップ・ダロン氏，ヴァン・パン氏
コエッ・セカノ氏

1700 大使館報告

AM 調査団内M/M最終調整

1200 M/M署名式 テップ・ダロン氏，ヴァン・パン氏
コエッ・セカノ氏

RAJP

1230 調査団主催昼食会
Oyster Bar

1630 事務所報告
事務所、社会開発部、専門家最終打ち合わせ ー 事務所

2040 カンボジア発
ー

27 土 日本着

16

17

18

19

24

月

水

23 火

木25

終了時評価調査　日程表（実績）

金26

火

水

木

金

22

JICA

事務所JICA

事務所JICA

本館3階アンコール・ワット
事務所JICA

本館3階アンコール・ワット
事務所JICA

本館3階アンコール・ワット
事務所JICA
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付属資料４ 

聞き取り調査結果（10 月 16 日～10 月 19 日）（要約） 

１．長期専門家 

（成果１の達成状況について） 

・ RSJP の組織運営面について、校長⇒教官という指揮命令系統がなく、RSJP-WG 活動のコー

ディネートが十分にできていない。校長と教官の力関係（法律知識等の能力面で教官の方が

上）や、教官が RSJP の専任でないことが原因。また、校長にマネジメント能力が十分になく、

RAJP 学院長、事務局長は法律家ではないので、教育内容に踏み込んだ議論ができない。 

・ 教官候補生の育成を通じて、「法律についてある程度の知識があり」、かつ「アドミの能力も優

れた人材」をRSJP運営責任者として配置し、RSJPが自発的にマネジメントを行う体制整備が

必要である。 

・ RSJP-WG メンバーは、皆能力が高く、尊敬されている。名誉教授レベルの人材を活動部隊

（C/Ps）として位置づけたことが、適切だったか再考が必要。彼らは、学校運営は自分の業務

と考えておらず、プロジェクト終了後 RSJP の組織体制とはなり得ない。 

・ 教官候補生 WG 及び模擬記録 WG メンバーも RSJP-WG メンバーも、ともに RSJP スタッフで

はなく、専任教官でもない。教官候補生は RSJP 理事会から承認されていないが、プロジェク

ト業務に対するコミットメントは高い。RSJP-WG メンバーは、正式な教官であるがスタッフでは

なく、プロジェクトの C/Ps という意識も低い。 

・ 教員不足について、カンボジア側も解決の必要性を認識してきている。教官候補生の活用に

ついても検討しはじめている。 

・ ただし、RSJP 教官の任命権はＲＡＪＰの理事会であり、RAJP/RSJP は教官の増員や任命は

できない。また、教官候補生を正式に承認することもできない。 

・ 将来的には、専任教官が必要である。カンボジアで民法・民訴法についてもっとも多くの知識

を有している RSJP 研修生が、実務経験を積み、教官として研修に携わることができるまで待

つことになろう。 

 

（PDM の改定について） 

・ 教官候補生の育成活動は PDM に記載がなかったが、活動に支障は生じていない。当時は、

PDM への記載の有無よりも、カンボジア側が司法官職高等評議会理事会などの場で必要性

を認識し、育成と活用について検討するようになることが重要であった。 

・ 現在は、カンボジア司法界では「若手を育成しなければならない」という風潮が強まっており、

このタイミングでの PDM の改定は意味があると思う。 

・ カンボジア側は、ある活動が PDM に載っていないから実施してはいけない、というような考え

はなく、教官候補生の育成活動についても同様であった。 

 

（民法成立との兼ね合いについて） 

－74－



付属資料４ 

 2

・ 民法が成立しておらず、民法の教科書、逐条解説も作成されていなかったため、民法科目プ

ロジェクトの活動が実施しづらい面があった。 

・ 予定通りに法律が成立しないことは、ある程度は致し方ない。法律成立以前に法曹人材育成

を開始することは順当な判断である。ただ、想定以上の遅延が影響した。 

・ 法整備支援プロジェクトと本プロジェクトを１つのプロジェクトとして実施すれば、立法プロセス

の進捗に合わせて、柔軟な調整ができたかもしれないが、C/P が司法省と RSJP で異なり、機

能しなかった可能性もある。 

・ 日本側に「法整備支援」についての知見が不足していた面もある。司法分野の協力は、起草

の次には法曹育成、普及が必要となることを抽象的には認識していたが、具体的には十分認

識できていなかった。 

 

（PDM について） 

・ 成果３の指標 3－1 及び 3－2 については、シラバスに相当するものは作っていない。科目間

の講義内容の重複を避けるため、最初に講義メモを作成し、これをもとに内容を深めレジュメ

（教材）作成につなげたので、教材とシラバスは別個のものはない。 

 

（達成度グリッドについて） 

・ 教材の質について、民訴法科目は必要なトピックをほぼ網羅しており、内容面もある程度のレ

ベルに達している。民法科目は、民法自体が膨大であり、トピックの網羅がまだ若干足りず、

質的にも民訴法科目より少し劣る。しかし、民法未成立、教科書や逐条解説が存在しない現

状では、致し方ない。いずれも更なる質の向上は必要であるが、基本的には良くできている。

最低限、学校教育を維持していくためのものは揃った。 

・ 研修生の理解度を測るに際し、RSJP 実施による試験は、問題の作成や評価に問題がある。

各教官の評価（インタビュー結果）を交えて判断すると良い。日本人専門家実施のペーパー

試験については、正答率という形に加工して、評価に用いる。 

 

（評価グリッドについて） 

・ アウトプットの阻害要因は「教官が多忙であったこと」、促進要因は「教官候補生が育成された

こと、模擬記録作成 WG が設置され活動を実施したこと」。 

・ インパクト、上位目標の阻害要因になる可能性が懸念されるのは、商事裁判所の設置である。

RSJP 研修生が商事裁判所の裁判官に任命されると、民事教育の成果が活かされない可能

性がある。 

 

（その他） 

・ ICD のバックアップを前提としたプロジェクトデザインでよいのか。計画策定・評価では、プロジ

ェクトの担い手として扱う必要があるのではないか。 
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・ 法制度整備支援プロジェクトの専門家からさまざまな協力を得ているが、あくまでも専門家同

士の良好な人間関係に依拠するものであり、明確な仕組みはない。プログラムとしての計画

の必要性につき、再考が必要。 

 

２．RAJP 学院長 

（教官不足問題について） 

・ 本プロジェクトを通じて、教官候補が 7 名育成された（注：現教官のこと）。また、第 2 期の教官

候補として別途 7 名を育成中である（注：PT のこと）。第 2 期の教官候補 1 名は実務経験があ

るため、既に書記官養成校で教鞭をとっている。しかし、まだ教官が足りない。新たに 7 名育

成してほしい。 

・ 教官の任命は、RＡＪＰの理事会で了承されれば、学院長ができる。閣僚評議会やカンボジア

政府の承認は不要。 

・ 6 名の教官候補生は、現在 RSJP 以外の法律学校で教えており、教える意欲がある。ただし、

RSJP は現職裁判官や検察官も教えねばならず、教育レベルは非常に高い。能力レベルが十

分向上すれば、RSJP 教官としたい。 

・ 現在は、学院長の個人的なつながりで最高裁や司法省から教官に来てもらっている。組織間

の仕組みとはなっていない。仕組みを整備しなければならない。 

 

（プロジェクトの評価について） 

・ JICA の計画は、非常に詳細で良い。 

・ 教材作成は、一部教官は作成できると思うが、精度の高いものは作れないだろう。現在の教

官は、能力はあるが非常に多忙である。 

・ 日本人とカンボジア人の間には、文化的なギャップもあり、考え方も違う部分があるが、現在

は、専門家と非常に良い関係であり、意思疎通もスムーズである。 

・ インターン生を通じて RSJP 教育の良い評価を聞いている。インターン生は、実際に法廷に入

れてもらったりしている。また、年配の裁判官がインターン生に、新法について相談することも

あるようだ。 

・ 学生は、日本人教官の方が好きだという。日本人専門家は詳細に渡って教えられるから、と

のことである。カンボジア人教官は、条文間のつながりなど理解がまだ不十分だからだろう。

日本人専門家の支援がまだ必要な段階だ。カリキュラムや教材の改善も、カンボジア側のみ

では非常に難しいだろう。 

・ 模擬記録作成WGを設定したことは良かった。現教官は多忙で、ドキュメンテーションワークは

あまりできない。彼らだけでは、日本側から移転された知識を記録に残す、ということはできな

かったが、同 WG があったことでそれができた。今後もその文書を使って普及ができる。 

  

（予算措置について） 
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・ RSJP の運営を行っていくのに必要な予算を措置することは、現状では非常に難しい。特に教

官の手当てについては、予算が措置されていない。政府は、RSJP はドナーを探して独立採算

的に資金を確保するべきというスタンスである。 

 

３．RSJP 校長 

（プロジェクトの評価） 

・ JICA にはぜひ支援の継続をお願いしたい。特に裁判官の継続教育が必要がある。 

・ 民訴法は（刑事訴訟法と違って）新旧の法律が完全に異なるので、非常に難しい。現在、裁判

所（現場）は非常に混乱している。 

・ 執行官の育成も必要である。執行官法も日本の起草であり、日本の支援を得たい。 

・ 書式についても、今後充実が必要である。判決書も最終的に決まったものはなく、ほかにも整

備しなければいけない書式はたくさんある。 

・ カンボジア側だけで今後の教育を実施していくのは、技術的に容易ではない。日本人専門家

に相談しながらであれば、できる部分もある。 

 

（教官不足問題について） 

・ 現在の教官候補生が RSJP の教官になるのは、現状では難しい。知識面で十分ではない。本

人たちも、実務経験が少なく自信がないとのことである。 

・ 2007 年 3～4 月頃、現在の教官と教官候補生の全面入れ替えを検討したことがあったが、専

門家と相談しリスクが大きすぎると判断して中止した。 

・ 教官の専任化は必要。そうでないと、教育に集中できない。現状では講義スケジュールの変

更が多く、学生にとっても良くない。ただし、カンボジアでは裁判官の数が少ないので、専任教

官を採用すると裁判実務が滞る可能性もある。 

・ 将来的には、裁判所や検察庁から期間を区切って出向で専任教官になってもらう、という方

法もあるのかもしれない。それでも、少ない裁判官の中から専任教官を採用するのが適当か

どうか、疑問は残る。 

 

（研修生の理解度について） 

・ RSJP では、期末テスト、実習結果及び卒業テストの３つの結果により研修生の理解度を評価

している。評価はスコアをそのまま出すのではなく、科目ごとに担当教官が、何点から何点ま

では A、何点から何点までは B、などと決め、ABC で評価を出している。 

 

（その他） 

・ 用語集、民訴法の逐条解説、要説があるが、いずれも内容充実とクメール語表現の再考が必

要。クメール語は文が長くなると言葉と言葉の関係がわかりにくくなり、上記文書でもこうした

状況が起こっている。 
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４．RSJP 教官 

（ニーズへの整合性について） 

・ カンボジアの実態に合っている。教官候補生WGと模擬記録WGを設置し、教官の能力強化と

環境整備（資料作成など）の両方を扱っている点が良い。教官と教官候補が、カリキュラム、

教材の作成に参加することが能力強化につながった。 

・ カリキュラムでは必要最低限はカバーされているが、本来はもっと教えなければいけないこと

がある。新民訴は理解に時間がかかるので、本当はもっと時間をかけなければならない。 

・ 民法は、まだしばらくの間は RSJP で教えるしかないが、時間が十分ではない。民訴法も、ま

だ一部の大学でしか教えられていない。理由は、新旧法律を比較して教えることができる人

材がいないからである。 

・ 本来ならば、RSJP は法律そのものではなく裁判手続きを教える場所である。実習や演習の

時間が減った分、学生もわかりにくかったのではないか。 

 

（日本の技術移転アプローチについて） 

・ 教えるためには、まずは教官たちが勉強をしなければならないので、能力強化につながる。

わからない時は専門家と相談して、新しい知識を吸収することができるので良い。 

・ 教えているときに記録する係がいるのが良い。記録に基づいて教官の間で後々議論できるほ

か、別の教官が担当する場合も資料となる。 

・ 教官が欠席した際、専門家が代替してくれる点も助かっている。 

 

（教材の評価について） 

・ 現在の講義を行うに際しては、教材は揃っていると思う。将来については、改善していかなけ

ればいけない。具体的には、生徒の質問とそれに対する答えを記録して、教材に反映してい

かなければいけない。 

・ 日本の法律のコンメンタールを全てクメール語訳できれば一番良い。これがあれば、条文解

釈がわからない時に参照でき、大学の先生も裁判官も能力強化できる。 

・ もっと詳細な教材が必要である。参考文献的な資料も少ない。教官として講義準備をするにし

ても、裁判官として法律を適用していくにしても、民法、民訴法についてはプロジェクトで作成

した資料以外、参考文献となるものはない。 

 

（教材の改善について） 

・ 教官候補生だけでは、教材改善はできない。現教官の指導の下で行うことはできると思うが、

精度は下がるかもしれない。現教官も、まだ 100％民法、民訴法を理解できていない。 

・ カンボジア側だけで改善するのは、3 つの問題点がある。１つは基礎ができてない（知識）、２

つめは時間の問題、３つめは予算の問題である。 

・ 控訴審の手続きなど、これまでの研修で扱っていない部分については、まだまだ日本人専門
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家の支援が必要である。また、新民訴法は適用間もないため、これまで想定していなかった

事態が発生すると思われ、カンボジア側だけでは対処できない。 

・ 将来的には（4～5 年後くらいには）可能になると思う。 

 

（研修生の理解度について） 

・ 自分の担当分野（売買契約）について、2 期生の期末試験結果は良いと思う。これは、科目自

体があまり難しいものではないことや、講義の例題と試験の例題が、売買契約という科目の

性質上、あまり大きな差のあるものではなかった（似ていた）から、ということも理由となってい

るのかもしれない。 

・ 全体としては、研修生はよく理解できていると評価している。 

・ 2 期生の期末試験では、物権について「Bad」が比較的多い。これは、この科目の難易度が高

いから、という面もあり、より多くの事例を用いて教えていく必要を感じている。しかし、実際の

裁判の半数以上は物権に関連しており、この結果に満足していない。 

 

（教官候補生の能力レベルについて） 

・ 教える経験がある人は、できるだろう。経験がない人は、教えられるかもしれないが、良い結

果が得られるかは不明。講義を見てみないと判断できない。 

・ 教官候補生を教官にするのは、現時点では無理だろう。裁判官として業務を一人でこなせる

ようになるには、5 年程度の実務経験が必要である。実務経験がないと、たとえ法律の理論を

よく知っていても、手続きを教えることは難しい。 

・ 弁護士養成校では、現教官のアシスタントとして若手の教官候補生をつけ、彼らが講義を行

い、現教官がスーパーバイザーとして追加の説明・コメントをして、若手を育成している。こう

いう方法を RSJP でも採るという選択肢はあるかもしれない。 

・ 教官不足問題の解決は、長期的視野で取り組まなければならない。 

 

（自身の教官としての能力評価について） 

・ プロジェクト実施前に比べれば、自分の担当科目についてはずいぶん理解も進んだ。講義も

うまくできるようになったと思う。しかし、まだ完璧に新法を理解できているわけではないので、

現在の担当科目以外を教えるのは難しい。 

・ 相続、婚姻などこれまでの講義で扱ってこなかった分野は資料も少なく、カンボジア側だけで

教えるのは難しいだろう。 

・ カンボジア人教官がミスをした時、それに気づかずに進んでいってしまうのではないかという

不安がある。RSJP 講義で教官がミスを犯すということは、裁判官に誤った知識を移転し、そ

れが裁判実務に適用されることを意味する。RSJP での教育は精度の高いものでなければな

らず、現状では日本人専門家のチェックが必要である。 
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（自身の教官業務の継続可能性について） 

・ 控訴裁判所所長としての仕事だけなら、RSJP 教官業務との兼業は可能である。自分としても、

この仕事はやらなければいけないと思っている。 

・ 問題は、クメール・ルージュ裁判である。来年一年は非常に大変になると思う。 

・ 司法改革していかなければならない、裁判官の質も高めていかなければならない。今、控訴

裁判所の中で 1～2 週間に 1 回、民訴法実施後に発生している問題について、自分が教えて

いる。控訴裁と最高裁判事にも普及している。 

 

（プロジェクトの外部機関からの評価について） 

・ 日本のプロジェクトは詳細にわたって技術移転してもらえ、困ったとき、わからないときには専

門家にすぐに相談できる、というので、他のプロジェクト（例えばフランス等）に携わっている裁

判官からは、羨ましがられている。日本の支援の仕方は、評判が良い。 

 

５．教官候補生 WG メンバー 

（カンボジア側ニーズとの整合性について） 

・ 裁判官、検察官及び一部弁護士を対象に育成している。対象が狭い。執行官なども広く育成

して欲しい。 

・ 今まで重点的に PT を育成しているが、人数をもっと拡大して欲しい。 

・ PT は、民事訴訟法を中心に育成が行われているが、民法も RSJP で教えなければいけない。

現在の 7 名だけで両法の教育を分担するのは、負担が大きい。 

・ ニーズに合っていない活動は、ないと思う。 

 

（教材について） 

・ 十分、不十分の両方の回答があった。十分との回答についても、「現状通りの講義をするに

は十分」との認識である。 

・ ケース（模擬記録）は貸金 1 件のみである点は、充実が必要との共通した認識である。婚姻、

家族関係、土地紛争、保佐などカンボジアで実際に裁判が多い事例についての教材が必要

である。カンボジアでは一人の裁判官がさまざまな事件を担当する必要があるため、事例も

多様な事例で勉強しておく必要がある。 

・ 保全関係の書式なども整備されていないが、ほとんどの民事は、保全に関係しているので必

要である。本来は司法省が作るものだが、現在はない。書式があれば、大学教育でも使え

る。 

・ これら事例の作成は、教官候補生でも作れるかもしれないが、どの範囲まで作ればいいのか

わからない。骨格（枠組み）を日本人専門家に作ってもらって、詳細をカンボジア側でつめる、

などするとできるかもしれない。 
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（教官候補生 WG のプロジェクトへの貢献について） 

・ RSJP-WG は非常に多忙なので、この WG がなければ資料は作成できなかっただろう。また、

理論はわかっても、実際に適用する際の手続きは、彼らもわからなかったと思う。 

・ これら資料は、普及活動に使われているが、書類として整理しなければ、普及効果が上がら

なかっただろう。また、現場は混乱したであろう。 

 

（教官候補生としての能力の自己評価について） 

・ 民訴法：いろいろなセミナーなどを受けたので、教えることは可能だと思う。法適用されていて、

手続きの流れが理解できた。 

・ 民法：まだ勉強し始めたばかりなので、自信がない。民法は非常に難しい。 

 

（教官として RSJP で教えることについて） 

・ 要請があれば、1 週間 1 回程度なら RSJP で教えることができるだろう。それ以上なら、無理だ

ろう。業務との兼ね合いが取れれば、教えることは問題ない。 

・ 書記官養成校の方で要請があったので、教えている。 

・ 地方に配属されているため、RSJP（プノンペン）に来るのが大変である。RSJP で教えることを

考えて、配転願いを出している。 

・ 校長から、内々で RSJP 教官の要請は受けている。 

 

（WG 活動で「できたこと」、「できていないこと」について） 

・ 一部民法の教材について、チェックが終わってない。 

・ 教官候補生としての育成を受けたが、教官として、移転された技術・知識を研修生に移転する

には至っていない。 

 

（プロジェクトの外部からの評価について） 

・ 特に聞いたことない。裁判所の中でも聞いたことない。 

・ 民法、民訴法の起草プロジェクトは、知られているが、本プロジェクトは知られていない。 

 

（職場での反応について） 

・ 一部の方は、民訴法に関してわからない時には尋ねに来る。しかし、その他の多くの人たち

は聞かない。自分がまだ若いから、聞きにこないと思う。 

・ プノンペン市裁判所の中に、さまざまな書式を作成する委員会を作っている。自分はその委

員である。RSJP での教育は、ある程度は評価されているのだと思う。 

・ プノンペン市裁判所長は、新民訴のこともよく知っている。まだ 40 歳代と若く、いろいろな人に

質問することについてオープンである。 
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（その他） 

・ もっと支援が必要である。まだカンボジア側だけでは消化しきれない。実務の現場は混乱して

おり、もっと普及をしなければならない。司法省だけでは、予算、人材不足のため困難だろう。 

・ 民法を教えるための教材と普及が必要である。例えば契約。今までとまったく違うので難し

い。 

・ 民法、民訴法の、手続きに関する教育も必要である。 

・ 執行官、公証人についても、日本の支援が必要である。 

 

6．模擬記録 WG メンバー 

（教材について） 

・ 「量は十分」と回答したが、現時点で勉強するために十分、の意味である。「日本人専門家の

補足説明を加えると十分」の意味。 

・ 内容は、最初用語がかなりわかりにくかったが、日本人・カンボジア人教官の説明で理解が

進んだ。内容的には問題ないと思う。 

・ 新しい法律を執行するときに、書式が必要なので作って欲しい。 

 

（模擬記録 WG のプロジェクトへの貢献について） 

・ 模擬記録に関して、今後も同じ記録を使い続けると思う（改訂はあるだろう）。カンボジアの法

整備の新しい歴史になると思う。 

・ 新しい法律の基本的な原則はどういうものか、はカンボジアの法律家が模擬記録を見て理解

できると思う。法の精神の理解ができないと、正しく法を適用できないので、このことは非常に

重要なことだ。 

・ WG がなければ、模擬記録が完成できなかったのではないか。 

 

（プロジェクトの外部からの評価について） 

・ 弁護士の人たちや RSJP に来ている教官たち（プロジェクト教官以外）に、知られている。 

・ テレビで JICA 所長が出て、支援の紹介していた。多くの人が知っている。 

 

（その他） 

・ 今後、実体法である民法の教育をしてほしい。まったく新しい概念が多く、カンボジア人には

理解が難しい。 

・ 日本の裁判所での口頭弁論を見てみたい。 

・ 控訴審、最高裁での審議の手続きについても教えて欲しい。 

・ 本邦研修、現地セミナーを継続してほしい。法整備支援を長く継続してほしい。 

 

７．RSJP 2 期生 
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（カリキュラム・教材について） 

・ RSJP では本来は手続きを勉強しなければならないが、現在は法律が適用されていない/適

用直後であるため、法律の内容についても RSJP で勉強する必要がある。そのため、手続き

を勉強する時間数が減らされているのが問題ではないかと思う。 

・ ２つの法律は新しいので、RSJP で勉強するしかない。 

・ 教材は、レジュメの中もう少し事例があると、よりわかりやすいと思う。 

・ 講義の中で、事例を取り上げながら教えてもらっているのもよい。 

・ 講義のとき、必ず日本の専門家がいて対応してくれる。学生の理解度と教官の能力を、日本

人専門家も理解している。教材が足りない時も、対応が非常に早い。 

・ 民法の中にいろいろな分野がある。相続はこれまでカンボジアにはなかったので、用語、概念

も非常に新しく難しい。また、適用してみないとどんな問題が出てくるかわからないため、継続

セミナーなどやってほしい。 

 

（インターンの場（裁判所）での反応について） 

・ 手続きの講義時間の少なさは、インターンで現場に出ても問題を感じてはいない。問題は、本

人訴訟が多く、一般市民は裁判の手続きをわかっていないことである。 

・ RSJPでは第一審手続きのみしか扱っておらず、保全・執行（強制執行）の手続きなどはRSJP

で教えられていない。これが問題である。 

・ 民訴法については、RSJP の教育で理解できたのは 70％程度だと思う。 

・ 現職裁判官を相手に民訴法の説明をしても、やはりなかなか聞いてもらえない。皆年配であ

り、若い自分は強く言えないところがある。 

・ 逆に、新民訴法について理解を深めることに積極的で、質問に来る裁判官もいる。ただ、書類

手続きは書記官がするので、書記官がわかっておらず大変である。 

・ 現職裁判官、書記官がよく質問に来る。条文を引いて教えれば、みな納得する。判決書の送

達、保全の決定、異議申し立て手続きの流れなど教えた。 

・ 質問されることで、実際に法適用した時に何が起こるのかが（現場に出る前に）わかるのは有

難い。 

 

（教官について） 

・ 日本人専門家は英語からカンボジア語に訳さなければいけないので、時間がかかる。カンボ

ジア人教官が教えた方が、時間がかからず、効率的である。 

・ カンボジア人教官はカンボジアの事例を用いて説明し、日本人専門家は日本の事例を用いて

説明するので、比較して考えることができるのは良い。 

 

８．RSJP 3 期生 

（カリキュラム・教材について） 
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・ 講義は、1 つのトピックについて複数回の講義を行うようになっているが、教官が多忙で日程

変更が多いため、連続して実施されない。知識の消化が不十分になることがある。 

・ 新民訴法は逐条解説や要説があるので、自分で勉強できる。民法は、逐条解説や要説がな

いため、理解するのが難しい。 

・ 同じトピックについて講義と演習があるが、この講義と演習も時間が空いてしまい、講義で勉

強した知識を、演習の頃には忘れていることもある。 

・ 教材について、レジュメの中でもっと多様な事例を用いて説明してほしい。 

・ ケーススタディの教材にも、もっと事例を増やして欲しい。 

・ 書式がまだ決まっていないことも、非常に困る。判決書も書くべき内容が未決である。 

・ 本来的には、RSJP では法律の内容ではなく手続きを勉強したいが、現時点では法律の内容

も RSJP で学ぶしかない。法律を知って解釈を統一しなければ判決を書けないため、法律の

内容を知っていることは重要である。 

 

（教官について） 

・ 日本人専門家とカンボジア人教官は、それほど違いはないが、細かなところでは以下のよう

な違いがある。 

・ 一部の教官は非常によく理解しているが、一部の教官は詳しくわかっていない。質問しても、

あいまいな回答しか得られないこともある 

日本人専門家 カンボジア人教官 

資料（教材）が詳細 資料（教材）がない場合もある 

講義の後、簡単なQ&Aをして研修生

の理解度を測っている 

そうしたことはしていない 

説明で事例をたくさん使う 事例が少ない 

 

（その他） 

・ 民法について、一部カンボジアの実態に応えていない場合がある1。例えば、相続について。

カンボジアでは、実の両親と育ての両親の 4 人親がいる場合がある。 

・ 研修生の本邦研修も実施して欲しい。フランスは、研修生を毎年 2～3 名ずつフランスで研修

させている。日本も同じような支援をして欲しい。 

・ インターン期間（中期）に、フランスは研修生 1 名につき 200 ドルの手当を支給している。日本

も同様の支援をしてほしい。 

 

９．プノンペン市裁判所（1 期生就職先、2 期生インターン先） 

・ インターン生は、裁判の手続きをよく知っている。「もう少し RSJP で勉強してきてほしい」と思う

                                                  
1 日本・カンボジアの部会では実態に沿うように検討している。被相続人の子は実子か又は養子

であるかどうかを問わずに同等の相続分を有することになっている。（カンボジア民法 1156 条） 
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こともあるが、多くはない。 

・ RSJP の民事教育では、第 2 期生は、新民訴法の適用開始時期と重なったため、新旧両方の

民訴法を教えており、時間がもったいないと思った。 

・ カンボジア全国民にとって、民訴法、刑訴法は新しいものである。インターン終了時点で学生、

裁判官、検察官、弁護士などを集め、刑訴法、民訴法のセミナーをしてほしい。その際、事例を

たくさん用いて説明して欲しい。 

・ 民訴法の逐条解説を、上記セミナーの際に参加者に配布して欲しい。 

 

１０．フレンチ・コーポレーション 

・  2007 年の RAJP 支援総額は、149,200USD である。この資金は、「RAJP の運営スタッフの人

件費」、「書記官の継続教育費用」、「現職裁判官、検察官の継続教育費用（JICA も参加したド

ナー連携によるもの）」、「裁判官の新規教育」、「3 名の弁護士のインターンシップ（フランス留

学）費用」、「RAJP 学院長、RAJP 事務局長及び書記官養成校校長のフランス研修（フランス

の法律関係機関訪問）費用」、「ENA（French National Administration School）の運営費」として

支払われる。 

・  上記費用には、フランス人専門家（長期 3 名、短期適宜）の人件費は含まれない。これは、フ

ランス政府から別途支払われている。 

・ 短期専門家派遣については、2007 年には検察官（general prosecutor）が派遣され、刑事訴訟

法について、裁判官、検察官に対する継続教育を実施した。 

・ 常駐の専門家については、10 名である。3 名のフランス人長期専門家（いずれも法律家）、カ

ンボジア人専門家、教員（フランス語）、通訳（数名）である。 

・ 上記資金を RAJP に提供した後、目的とする活動に使われているかどうか、チェックする。 

・ 法律面でのトレーニングは、特には行っていない。WG の形成、定期的なミーティング開催はし

ていない。 

・ 継続教育や新規教育は、カンボジア側の要望を受けて、開催場所の準備などの企画、費用

の負担をフランス側が行う。その過程で技術的な助言をすることもある。 
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付属資料５ 

法曹養成研究会委員質問票回答（主なコメント） 

 

●教官及び教官候補生の能力向上 

(1) 能力向上の具体例 

・  本プロジェクトに参加したメンバーについては、その能力、資質において、十分に目的を達成

できたという印象。他方、今後は、RSJP 教官の後継者をどう育てていくかが、今後の課題 

・ 本邦研修や現地セミナーにおける講義や講評に際して、参加者から熱心に質問がなされ、彼

らの新しい法律や制度に対する熱意が感じられた。また、質問内容もある程度の理解がなけ

ればできない質問がなされる等、理解が深まっていることが感じられた。 

・ 民事訴訟法の基本概念、総論的知識（主張と証拠の峻別、主要事実と間接事実の意義、当

事者主義の意義、通常の民事訴訟の流れ等）について、研修員から提起される質問のレベ

ルが上がっており、ほぼ理解されてきたといえる。また、民事訴訟法にどのような規定がある

かについても把握されるようになり、具体的な規定が指摘された上で質問されることが多くな

った。さらに、弁論準備手続で何をするのか、尋問はどのように行うのかなどについて、実際

に模擬裁判で体験したことにより、実務でそれなりに運用できる程度にはイメージを持つこと

ができたとみられる。 

・ 両法律の条文内容に関する知識力と基本的な法律用語の概念の理解力いう意味での能力

は、いずれのグループメンバーについても、プロジェクト開始前の段階に比較すれば、向上し

たと評価できると考える。教官候補生及び模擬記録作成WGのメンバーについては、本邦研

修やネットセミナーにおける担当教官からの報告、現地の長期専門家の報告から、メンバー

は熱心に取り組み、その質問のレベルも上がってきていると認められ、このプロジェクトの成

果として、上記意味での能力は、確実に向上しているといえると思う。ただし、模擬記録WGメ

ンバーの能力向上の程度は、一律ではない。RSJP教官は、本来起草WGのメンバーでもあ

り、起草過程や国会対応を通じて、その知識力と理解力は向上していると思われ、本件プロ

ジェクトにより、能力が向上したといえるかどうかは、判断がつかない。  

・ 条文に基づいて考えようという姿勢を身に付けた人が多くなった。 

 

(2) 今後の課題 

・  判断資料が十分ではないが、年長の層では新法とのギャップにとまどっているところがあるよ

うであるし、新しい層では経験不足なところがあるようである。これらを克服するには今後相

当な努力が必要であると思う。 

・ 必要と考えられる分野：当事者の主張と証言の区別、立証責任の問題、主張説明責任、複数

当事者訴訟、和解条項、即判力、執行、保全、民法全般、民事訴訟法の趣旨に沿った争点整

理の能力、判決起案の能力 

・ 教官の能力としては、担当科目の法律の知識や理解力を有しているだけではなく、具体的な
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事案において、法律を適用して実務で運用する応用能力を備え、そのような能力を基盤として、

教官として、その科目を教えるための能力が備わる必要がある。 

・ 民法は草案段階であり、コメンタールや教材がないのでこれからやらなければならないことが

多い。 

 

●教材の評価 

・  教材として、基本的な部分は達成できていると思われるが、さらに、新法の施行に伴い、各庁

の実情をふまえた運用の実態についての継続的な協議、研究が不可欠であろう。あと、基本

的な手続案内としては、たとえば第一審解説ビデオなども有用である。 

・ これらがカンボジアの民事法に関する全ての資料であると思うと、非常に情報源が少ないと

いう気はするが、最低限のものは揃えられている。日本側が過剰に資料を与えることは、解

釈に委ねられる部分につき、先入観を与えるリスクもあり、今後はむしろ現地のカンボジア人

の実務家が独自の視点で民事法に関する著作を作るべきと考える。 

・ （必要と考えられる種類）要件事実に関する教材、執行・保全に関する教材、一問一答集、参

考判例集、和解条項例集、判決起案の手引きに類似する教材、判決・決定書集民法の教科

書･コメンタール 

・ （量の増加が必要と考えられるもの）模擬裁判用記録、民法ケーススタディ事例 

・ （質の改善が必要と考えられるもの）民法講義レジュメ 

 

●プロジェクトで工夫するべきだった点 

・  結果的には、専従教官の確保がネックになっているが、このプロジェクトを開始した時点で、

カンボジアの実情（専門的教育を受けた法律家の不存在）に照らすと、しかるべき能力を有

する専従教官の確保をカンボジア側に要求してみても、実現不可能であったのではないかと

思われる。 

・ 日本サイドの問題ではないが、カンボジア側の指導者不足には深刻なものがあるように感じ

た。教官候補生の活用などこちらから提案すべき余地はあるように思われる。 

・ 既に指摘されているところであるが、教官職に専従できる人員を確保するよう当初からカンボ

ジア側に強く働きかけるべきであった。現状において、教官や教官候補生らは、熱心に活動し

てくれてはいるが、やはり、忙しい本業を抱えていることによる時間的制約が生じている。専

従の教官がいれば、活動のスピードアップが図れると思う。 

 

●第 2 フェーズの留意点、検討すべき点 

・  前記のとおり、新法の施行に伴う、運用実績について、まとまった研究と協議が必要。 

・ カンボジアへの支援はベトナムとは大いに異なるところがある。 カンボジアでは人材の層が

薄いために、日本側が方向を替わって決定してあげる必要が生じる。その際に日本側は、日

本人の発想だけで進むのではなく、非支援国の歴史、実情、発想、従前の実務、関連する制
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度の実態、担当者の能力などを十分に考慮に入れる必要がある。 

・ 新しい法律、制度の実際の現地での運用をフィードバックして、法曹養成に反映させてゆく必

要がある。 

・ フェーズ１は長期専門家等日本側の発意によって作業が開始され、日本側の指導監督の下

で作業が進められており、カンボジア側がイニシアティブを取っているとは言いがたい。理想と

しては、カンボジア側が、自ら実務の現状を調査するなどして、実務家を育てるために必要な

教育内容を洗い出し、自ら検討してカリキュラム策定、教材作成を行うという態勢が不可欠で

ある。そのためには、まず、教官数（特に専属教官）の増加が必要であると考えられ、第１フェ

ーズで行われてきた教官候補生の育成は今後も継続していかなければならない。 

・ 日本側からの支援の重点を、カンボジアが自ら実務の現状を調査するなどして実務家を育て

るために必要な教育内容を洗い出し、自ら検討してカリキュラム策定、教材作成を行うノウハ

ウ・技術の移転に力を入れる必要がある。 

・ 「言葉の壁」が大きい。日本語のできるカンボジアの法律家や法学者が育つことが理想といえ

る。早急な実現が困難であるが、常にその実現のための方策（留学制度の活用のほか、上記

専従教官が実現した際にその教官に重点的に日本語を教えることなど）を探っておくべきと思

う。また、それに準じる方策として、通訳者、翻訳者を育成することも、効果的である。名古屋

大学がプノンペンに日本法センターを作る計画もある。 

・ ＲＳＪＰでの養成教育の内容を検討するに際しては、カンボジアの法曹養成制度全体の仕組

みの中で考える必要がある。大学の法学部における民法、民事訴訟法の教育内容・レベル

の実情と今後の見込み、ＲＳＪＰ入校に際しての、選抜試験の内容と合格者の入校時のレベ

ル、これらが、どういうものかということを調査・検討したうえで、裁判官・検察官となるために

どのような民事教育が必要かを考えていく必要があると思われる。 

・ 専任教官の確保が必要なことは、明らかである。しかし、カンボジアの実情からしてそれは容

易ではない。どのようにして確保していくか、それまでの間、どのようにして運営していくか、カ

ンボジア側と協議し、実現可能な中長期的な計画を策定した上で、支援を実施する必要があ

る。 

・ 専任教官を確保するには、教官候補生をＲＳＪＰ専任教官として、教官業務に専念させること

であるが、本来、教官は、それなりの実務経験を積んでいることが必要である。当面、支援を

継続しながら、教官候補生を順次教育して、専任教官とし、その後、いったん現場に戻して経

験を積ませて、再び専任教官として向かえるような人事システムの構築も必要ではないかと

思う。 

・ 核となるメンバーを繰り返し研修に呼び、数年かけて育てるべき。 

・ 10 年、20 年の単位の長い目で見た「漸進」を心がけたい。 
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事務所訪問議事録（要約） 

日時：10 月 22 日 8 時 15 分～9 時 15 分  

場所：カンボジア事務所本館 3 階アンコール・ワット 

参加者： 

JICA カンボジア事務所 米田所長、鵜飼次長、堀田職員、塩谷職員 

法務省法務総合研究所 国際協力部 稲葉部長 

司法省プロジェクト 坂野専門家、神木専門家、眞鍋専門家 

RSJP プロジェクト 柴田専門家、森田専門家 

JICE スワイ氏 

株式会社 地域計画連合 渡辺氏（コンサルタント） 

JICA 社会開発部第一 G ガバナンス T 熊谷 T 長、佐藤専門員、琴浦 

配布資料：調査概要、ミニッツ案 

 

(要旨・敬称略) 

熊谷：次フェーズの実施が確定しているため、自立発展性の部分はまだ課題が残っている

ということをカンボジアと共有したい。 

稲葉：RSJP の教官は司法省で行われているプロジェクトの WG メンバーでもあり、カンボジ

ア国内の人材不足が伺われる。教官候補生養成は継続的に実施する必要がある。本プロ

ジェクトは当初短期専門家派遣で行うという案があったが、長期専門家無しでは実施で

きなかったと思料。今後民事裁判のより実務的な内容を教えるには検察官出身の専門家

では限界があるが、この件に関しては日本国内の調整が必要である。 

米田：法案起草と法曹養成は車の両輪と同じ。法案起草が始まった頃から考えると、現時

点は道半ばであり、折り返し地点にきたというレベル。これからもプロセスを追うと共

に努力が必要。また、日本全体で取り組んでいるというＰＲが必要。 

熊谷：道半ばだが先を見据える必要あり。あと 2クールくらいか。長期的な視野での協力、

縦に長いプログラムについて、本部・事務所共に後任に引き継ぐ必要がある。現在外務

省による「自由と繁栄の弧」に表されるように法整備支援が追い風だが、実質的に人を

派遣できる体制が整わなければ同じ時期に多くの案件実施は困難である。将来的にはカ

ンボジア法曹界においてコアになる人が、立法趣旨等を理解できるように日本語で日本

法を学ぶことができれば良い。 

鵜飼：カンボジアではルールがない状態であり、人材育成は他分野でも同じ問題を抱えて

いる。法整備分野に関しては日本に招聘するだけの人材がいること、その中から選ぶこ

とができること、その人がエリートになること等、外部条件に委ねられる部分が大きい

というリスクがある。 

坂野：フェーズ１では 2 年間研修員として 2 名派遣。うち、1 名は帰国後プロジェクトの

WG メンバーになった。但し、彼らは英語で学んでいる。 
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神木：日本に人を派遣するのであれば事前の準備に時間を要する。



 

 

評価協議議事録（要約） 

日時：10 月 22 日 9 時半～12 時 

場所：カンボジア事務所 annex 2 階バイヨン 

参加者：

   （カンボジア側）本文記載のため省略 

   （日本側）法務省法務総合研究所 国際協力部 稲葉部長 

RSJP プロジェクト 柴田専門家、森田専門家 

司法省プロジェクト 坂野専門家、神木専門家、眞鍋専門家 

JICA カンボジア事務所 堀田職員、塩谷職員、Mr.Hor Meng Heang 

JICE スワイ氏（通訳） 

株式会社 地域計画連合 渡辺氏（コンサルタント） 

JICA 社会開発部第一 G ガバナンス T 熊谷 T 長、佐藤専門員、琴浦 

 

(要旨・敬称略) 

熊谷団長より終了時評価の目的を説明した後、内部評価であることから各人の意見を聞く

形で協議を進めた。以下、教官及び教官候補生からの意見： 

 

（教官候補生） 

・ 教官候補生の育成に多くの結果を得たが、個人的にはまだ能力・知識が不十分。 

・ 現場での実践が必要。経験がないため実施・実践ができない。 

・ 模擬記録は現在作成している貸金以外の例も必要（婚姻関係、相続関係、土地関係）。 

・ 執行・保全は教育の継続が必要。 

・ プロジェクトで得た知識を他の裁判官にも説明した。民法はまだ詳細な講義を受けてい

ないため、教育の継続が必要。 

・ 民事訴訟法の適用には書式が必要。 

・ 教官候補生養成で得ることが多く、今後も継続してもらいたい。 

 

（教官） 

・ 民事訴訟法は講義の基になる資料が多いが、民法に関しては資料が不十分。民事訴訟法

に関しても最高裁判所、控訴裁判所に関する資料は十分ではない。 

・ RSJP の学生は法律（民法、民事訴訟法）の理論・基礎ができていない。自主的に勉強で

きれば良いが、民法は勉強するための教科書がない。 

・ 教官として資料作成の時間が取れない。今後は小グループで講義教材作成を行うべき。 

・ 講義録を取っていたことにより、教材改訂の際に参考にすることができる。 

・ 教官候補生には教壇に立つという経験が必要。教官が教える際に候補生が一緒に教室に

入り、アシスタントをすることが一案である。 
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・ 書式作成のために委員会を設置してもらいたい。司法省を含み書式を作成すれば、全国

での書式統一ができる。 

・ 学校はインターン先や就職先に調査を行い、学校の卒業生もしくは修習生の評価を講義

にフィードバックする必要がある。 

 

（書式作成について） 

・ 書式は司法省が決定し、全国の裁判所に配布すべきである。仏は刑事訴訟法に関する書

式をクメール語に訳し、活用している。書式の検討は司法省が行うべきであるが、人材

が足りない。司法省のもとで委員会を設置すべきである。（教官） 

・ 刑事訴訟法に関する書式は検察官と裁判官が委員会に入っている。民事訴訟法に関する

書式は教官候補生を委員会に入れてもらいたい。（教官） 

・ 学校としては協力したい。司法省と協力して委員会を作れば教育へのフィードバック及

び人材育成に繋がる（校長） 

・ 必要性はわかるが日本側の調整が必要である。また教官候補生は本来業務との両立が可

能なのか。（稲葉） 

・ 期間限定であれば対応可能。しかし、会議の数を減らし、個人で作業できるような工夫

は必要。（教官候補生） 
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ミニッツ案協議議事録（要約） 

日時：10 月 23 日 8 時半～12 時、14 時～17 時 

場所：JICA カンボジア事務所 annex1 階バンテアイ・スレイ 

参加者： 

（カンボジア側） 

H.E. Tep Darong RAJP 学院長  

H.E. Keut Sekano RAJP 事務局長 

H.E. Vann Phann RSJP 校長   

（日本側） 

法務省法務総合研究所 国際協力部 稲葉部長 

RSJP プロジェクト 柴田専門家、森田専門家 

司法省プロジェクト 坂野専門家、神木専門家、眞鍋専門家 

JICA カンボジア事務所 堀田職員、塩谷職員 

JICE スワイ氏（通訳） 

株式会社 地域計画連合 渡辺氏（コンサルタント） 

JICA 社会開発部第一 G ガバナンス T 熊谷 T 長、佐藤専門員、琴浦 

配布資料：ミニッツ案（添付資料含む） 

 

(要旨・敬称略) 

評価に先立ち、調査団から質問を行った。以下、先方の発言 

（法学教育との棲み分け） 

・ 現在は大学教育とのカリキュラム調整は行っていない。入学試験を行うために大学の法

学に関わる教育を調査し、試験を作成。 

・ RSJP の役割として大学カリキュラムとの調整機能がない。大学は教育省の管轄下であり、

RAJP は閣僚評議会の下にある。 

 

（入試について） 

・2008 年から民事訴訟法を入学試験に入れたいが難しい問題はできない。本格導入は 2009

年。試験は試験委員会（大学の先生、控訴裁判所の裁判官、地方裁判所の裁判官、閣僚

評議会法律委員会の委員、閣僚評議会から推薦された法律家）のメンバーがそれぞれ試

験問題を作り、別の委員会が選定する。その後、ソクアン首相が試験問題を決定する。

採点は各試験科目 2 名（裁判官と大学の先生、作成した先生とは別の先生） 

 

（継続教育） 

・ 司法省の普及活動に関して学校には情報が入ってこない。学校の継続教育は司法省に報

告している。ロイヤルデクリーによって、裁判官・検察官の教育は RSJP が行うことに

なっているが、司法省との分担ができていない。 
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・ 継続教育は新しい法律の大枠を教えることを目的としているが、本来の目的は能力強化。

2008 年のカリキュラムは決まっていないが 4法（民法、民事訴訟法、刑法、刑事訴訟法）

が中心。継続教育は学校とドナー（JICA、仏、GTZ、EWMI）で協議を行った。 

・ RSJP 卒業生は民法・民事訴訟法をよく理解しているが、多くの裁判官・検察官は RSJP

の教育を受けておらず、継続教育により全員を教育することが必要。新規教育では民

法・民事訴訟法を 312 時間教えているが、継続教育は 18 時間のみ。 

 

（予算と人事） 

・ RAJP は公的な機関であり、独立的な機関である。ただ、予算的な監督官庁は財務省、運

営は閣僚評議会。職員の数が不足しているときは、閣僚評議会に対して増員依頼を行う。

学院長・事務局長・校長の 3名はロイヤルデクリーによって決められている。それ以外

はプラカで決まる。給与は財務省から支給される。専任の教官はいない。教官は時間給

で支払っている（1コマ 1.5 時間、30 ドル支払い）。15 ドルはカンボジア政府（財務省）、

15 ドルはフランスが支給、但し今年になって仏が民事分野は支援しないという方針をと

った。仏は今までの支援方針を変更し、仏が支援している案件（法治国家を作るための

支援として RAJP、司法省の支援、弁護士養成、警察の教育）の窓口を RAJP で実施して

いる。学院長が仏政府と署名を取り交わし、学院長の権限で各プロジェクトに予算を振

り分けている。 

・ 学校の職員は閣僚評議会の下に位置づけられている公務員である。給与は財務省から閣

僚評議会を経て支給される。学院の中に総務部、裁判官検察官養成校、書記官養成校が

ある。職員数に関してはそれぞれの長はソクアン首相に要望を出し、国王が承認。課長

レベルは学院長が閣僚評議会に提出、閣僚評議会の了承を得られれば首相が承認。現在

はトップマネージメント 4 名、課長 3 名（継続教育、新規教育、経理）及び 13 名の一

般職員の 20 名体制。 

（閣僚評議会の中にいる人事権を持つ

【役職と任命権】 

校長以上：Royal Decreeにて国王が任命

上記より下位の役職：Prakaにて担当相（閣僚評議会の中にいる人事権を持つ大臣、司法
   省）が任命 

Director,Deputy Director General：Sub Decreeにて首相が任命 

 

 

 

・ フランスから方針変更の伝達があった2007年 3月の時点で2008年の予算要求時期を逸

していた。したがって 2008 年分の予算も確保する必要がある。一方で政府の予算は厳

しい状況にある。 

・ 2009 年については閣僚評議会に予算要求するが、あまり期待できない。 
 

調査団：JICA は原則的に人件費を支出することはできない。そのため上層機関に働きかけ、

資金獲得の努力をしてもらう必要がある。 

学院：教官確保に関しては首都圏で働く条件として「一定期間専任教官として働いてもら

う」ことを付す件を閣僚評議会に提案したい。但し任命するには裁判官を異動させる必

要があり、学院長が理事長であるソクアン首相に提言、ソクアン首相が司法官職高等評
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議会に依頼、ソクアン首相から司法官職高等評議会の司法大臣に要請を行い、評議会の

中で決定というプロセスを経る。裁判所には人事配置の権限はない。専任教官がいない

一番の原因は、教官になりたがらないことである。 

 

（ミニッツ案協議） 

ミニッツ案の内容に関し、熊谷団長から順番に説明を行った。大筋での合意を得られた。

教官候補生の活用方法に関し意見交換が行われた。 

 

調査団：教官候補生を教官の助手として教材作成補助や講義補助を行うことにより、教官

の負担を減らす工夫はどうか。 

学院：一案ではあるが、教官候補生が望まない可能性がある。また裁判所所長が本人の業

務量を勘案して判断することになる。但し、補助をすると手当てが必要である。 
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大使館報告議事録（要約） 

日時：10 月 25 日 17 時～18 時  

場所：在カンボジア日本大使館 

参加者： 

 （先方） 

日本大使館 村田哲巳 参事官 

望月いずみ 三等書記官 

（当方） 

法務省法務総合研究所 国際協力部 稲葉部長 

 JICA 社会開発部第一 G ガバナンス T 熊谷 T 長、佐藤専門員、琴浦 

 JICA カンボジア事務所 堀田職員、塩谷職員 

配布資料：「カンボジア裁判官検察官養成校 民事教育改善プロジェクト終了時評価調査団

報告」及びミニッツ案（10/25 時点のもの） 

 

(要旨・敬称略) 

熊谷団長より、配布資料をもとに 10 月 25 日時点での評価内容を説明。今後の課題として

は①教材の質・量の改善、②教官養成の２点である旨言及。 

 

（日本国内の体制） 

熊谷：カンボジアでは３つのプロジェクトを実施している。起草に伴い、実務者の養成が

必要であり、長期的なスパンで考える必要がある。プロジェクト実施に際しては ICD や

学者の先生方から多大なご協力を得ている。法整備支援は現在追い風であるが、実施す

るという方針だけでなく、実務家に協力してもらえるような体制作りが必要である。 

稲葉：日本が支援を行って民法・民事訴訟法を起草したが、運用されなければ死文化して

しまう。したがってこれらの法律を運用できる実務家の養成は重要である。今回は次フ

ェーズの要望についても意見交換を行なった。教官候補生養成、テキストの改訂がメイ

ンになると思料するが、学校からは書記官養成校・執行官養成校への支援の要望があっ

た。しかしこの分野は日本では裁判所が対応しており、法務省には養成に関するノウハ

ウがない。 

村田：ALL Japan としてキャパシティデベロップメントを行っているという認識。起草・運

用（養成）の両方を行っているというのは、他国でもあまり例がないため注目している。

次フェーズも大使館として協力できることは是非行いたい。 

熊谷：カンボジアでもベトナム同様、裁判官の専門家を派遣できれば良い。民事訴訟法が

適用され、今後はより実務的な内容での支援が必要となる。 

稲葉：裁判所への依頼は法務省を通じて行うことになるが、場合によっては大使館から現

地に関する情報提供などの協力をお願いしたい。 

村田：そのような協力はもちろん行う。また、日本の支援の必要性については、要人（閣
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僚レベル）が来カした際に話をしてもらう等、大使を通して発信する。 

 

（長期的なスパンでの支援） 

佐藤：退出時期は見えていないが、次を見据えて協力を行う必要がある。 

熊谷：カンボジアにおいて日本語で日本法の文献を読めるような人を養成する必要がある

が、細く・長く一定の規模で協力するという体制が必要である。 

村田：無償留学生などのスキームも活用可能。 

 

（司法省プロジェクト） 

稲葉：次フェーズに関する意見交換は司法省とも行うことができた。問題は、カンボジア

側に自分達で必要な関係法令の起草を行っていくという意識がない点である。起草支援

では坂野専門家に頼りきっている部分があるが、カンボジアの自立発展性には繋がらな

い。少しずつ自立に向けた体制作りが必要である。 

熊谷：10 年を超えると外務省も JICA も終わりを見据えるように言い始める可能性がある。

関係者一同が長期的なスパンで協力が必要という認識を持つ必要がある。 
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事務所報告議事録（要約） 

日時：10 月 26 日 16 時半～18 時  

場所：JICA カンボジア事務所本館 3 階アンコール・ワット 

参加者： 

法務省法務総合研究所 国際協力部 稲葉部長 

司法省プロジェクト 坂野専門家、神木専門家、眞鍋専門家 

RSJP プロジェクト 柴田専門家、森田専門家 

JICE スワイ氏 

株式会社 地域計画連合 渡辺氏（コンサルタント） 

JICA 社会開発部第一 G ガバナンス T 熊谷 T 長、佐藤専門員、琴浦 

JICA カンボジア事務所 米田所長、堀田職員、塩谷職員 

配布資料：「カンボジア裁判官検察官養成校 民事教育改善プロジェクト終了時評価調査団

報告」及びミニッツ（写） 

 

(要旨・敬称略) 

（大使館報告） 

熊谷：起草をしたという責任から、長期的な支援が必要であるということを再度確認する

と共に、意見が一致した。現在法整備支援は政治的に追い風であるが、スローガンを打

ち出すだけでなく、実施できる体制を整えることも併せて検討してもらいたいことを伝

えた。村田参事官は、長期的視野や国内の体制に関して、大使にも伝えると仰っていた。 

米田：定期的に館内会議（大使・公使が出席）があるので、その場で伝えたい。 

 

（資金支援） 

熊谷：RSJP は 07 年 12 月までは謝金という考え方で 15 ドル/時間支払うことになっている

が、08 年に関しても予算要求時期を過ぎており対応できない。学校としても自助努力で

お金の工面をするしか方法はないものと思料。他のプロジェクトとのバランスも考え、

資金に関する協力を事務所としてどのように考えているのか。 

米田：指導するしかない。日本の協力は他ドナーとは違うということを常々伝える。 

 

（司法省プロジェクトの次フェーズ検討） 

熊谷：カンボジア側とはイニシアティブに関して認識が合致しなかった。日本側としては、

第３フェーズはカンボジアにイニシアティブを持ってもらわなければ、カンボジアのた

めにならないと考えている。これに対し司法省は WG メンバーが多忙でありできないとい

う回答だったが、新たに WG を設置するという大臣の発言あり。また、第 3フェーズでは

坂野専門家の負担を軽減できるよう、司法省に対して「坂野専門家は司法省の職員では

ない」ことを常々伝える必要がある。坂野専門家は司法省から信頼されているが、司法

省の業務を行うために派遣しているわけではない旨を理解してもらう必要がある。 
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米田：カンボジアにイニシアティブを移すだけの能力があるのか。 

熊谷：自分達で取り組むという体制が必要。完璧な法案はできないが、後で改正すること

とも考えられる。 

稲葉：ヒー・ソピア次官は支援プロジェクトにおけるカンボジア側の中心的な人物である

が、今回は協議の場では、刑事訴訟法の普及活動のための出張等で、一度もお会いでき

なかった。次官がそのような用務のために走っていて、日本側との協議の場に出れない

という事態が、人材不足を如実に物語っている。能力の問題でスムーズに起草できない

状況は仕方がないが、起草を担当する人がいないという状況は避けなければならない。 

佐藤：イニシアティブをカンボジアに移すと、今以上に成果が見えにくいため、プロセス

を追う必要がある。 

 

（司法省プロジェクトの実施体制） 

熊谷：RSJP のプロジェクトは裁判官の専門家の派遣可能性について検討する。司法省のプ

ロジェクトは言葉（クメール語）が重要であり、坂野専門家に業務負荷がかかってしま

う。今後カンボジアにイニシアティブを移すのであれば、これまで以上に負荷がかかる

ことが想定される。そこで、業務調整の部分はクメール語ができることを条件に業務調

整員を募集する価値があると考えている。 

神木：弁護士会プロジェクトもあわせて検討する必要がある。 

熊谷：2名（眞鍋専門家の後任、神木専門家の後任）応募してもらえれば、神木専門家が弁

護士会プロジェクトに移ることは可能。 

森田：弁護士会プロジェクトと司法省プロジェクトの 2 つの業務調整を兼任することは難

しい。まずは業務分析が必要。 

熊谷：クメール語が出きる人、もしくは業務調整に経験がある人というオプションで公募

した方が良い。 

 

（民法成立式典） 

熊谷：実施するのであれば早めに準備する必要がある。現地分に関しては事務所の予算で

対応可能と理解している。本部は赤字基調であり、現地限りのレベルであれば対応可能。 

米田：現地で対応することを想定。大使館との相談も始めている。2008 年に独立 55 周年を

迎えるため、55 周年記念に併せて何かを行うことも一案。 

 

（まとめ） 

稲葉：今回の調査ではそれぞれのプロジェクトの次フェーズに関する要望を聞くことがで

きた。両プロジェクト共に、やるべきことは限りなくあるため、提供できること・有効

な手段・適切な手段を検討する必要がある。 
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（２）カンボジア側投入（2007 年 10 月 27 日時点の実績） 
１．カウンターパート配置 

①プロジェクトディレクター：テップ・ダロン RAJP 学院長 

②プロジェクトマネージャー：ヴァン・パン RSJP 学校長 

③ワーキンググループ： 

氏名  職位 

ユー・ブンレン 
ＷＧ１ 

ＷＧ３ observer
RSJP 理事、控訴裁判所判事 

ヒー・ソピア ＷＧ１ RSJP 教官、司法省次官 

ヴァン・パン ＷＧ１ RSJP 学校長 

ペン・ピサリー ＷＧ１ RSJP 教官、司法省専門技術総局総局長 

モン・モニチャリア 
ＷＧ１ 

ＷＧ３ observer 
RSJP 教官、最高裁判所判事 

ソム・セレイヴット ＷＧ１ RSJP 教官、最高裁判所判事 

サリ・ティアラ ＷＧ１ RSJP 教官、控訴裁判所判事 

ユー・オッタラー ＷＧ３ observer 最高裁判所判事 

イン・ヴァンビボル ＷＧ２／ＷＧ３ コンポンチュナン州裁判所判事 

チャン・シナ ＷＧ２／ＷＧ３ プノンペン特別市裁判所判事 

セム・サコラ ＷＧ２／ＷＧ３ カンダル州裁判所判事 

ユー・ブンナー ＷＧ２／ＷＧ３ カンダル州裁判所判事 

プラン・ソムナン ＷＧ２／ＷＧ３ シアヌークビル特別市裁判所判事 

タン・スンライ ＷＧ２／ＷＧ３ シアヌークビル特別市裁判所判事 

セン・ニエン ＷＧ２／ＷＧ３ カンポット州裁判所判事 

イム・サリー ＷＧ３ 弁護士、弁護士養成校法律クリニック長 

イッ・プーム ＷＧ３ 弁護士、カンボジア法律扶助協会 

セン・ソキム ＷＧ３ 弁護士、法律サービス弁護士事務所 

ヌオン・ソッチェア ＷＧ３ 
カンボジア刑事裁判支援プロジェクト 

弁護士 

イッ・メアトゥラ ＷＧ３ 弁護士、法律教育センター 

トゥッ・タリッ ＷＧ３ 司法省民事局局長 

マオ・ピロン ＷＧ３ 司法省民事局副局長 

カエウ・セター ＷＧ３ 司法省民事局副局長 

サー・プムラー ＷＧ３ 司法省民事局副局長 

パン・チャンリー ＷＧ３ 司法省行政局副局長 

セン・プティー ＷＧ３ 司法省立法局副局長 
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凡例  WG１：RSJP 教官ワーキンググループ 

    WG２：RSJP 教官候補生ワーキンググループ 

    WG３：模擬記録ワーキンググループ 

 

２．ワーキングループ活動実績 

①RSJP 現教官のワーキンググループ開催実績 

年/月 回数 内容 

2004 年 12 月 4 第一期生カリキュラム見直し 

2005 年 1 月 3 教官増員の必要性 

第二期生カリキュラム検討 

2005 年 2 月 4 民事第一審手続解説ビデオ 

事例演習実施の必要性 

2005 年 3 月 7 民事第一審手続マニュアル検討 

2005 年 4 月 3 民事第一審手続マニュアル検討 

模擬講義 

2005 年 5 月 3 民事第一審手続マニュアル検討 

2005 年 6 月 5 民事第一審手続マニュアル検討 

模擬裁判に係るミーティング 

2005 年 7 月 6 本邦研修オリエンテーション 

民事第一審手続マニュアル検討 

2005 年 8 月 7 民事第一審手続マニュアル検討 

民法事例検討 

2005 年 9 月 2 民法事例検討 

2005 年 11 月 2 民法事例検討 

講義時間の配分 

2005 年 12 月 7 民事第一審手続マニュアル検討 

2006 年 3 月 3 JICA-Net セミナー （民事第一審手続マニュアル） 

民事第一審手続マニュアル検討 

2006 年 4 月 3 民事第一審手続マニュアル検討 

JICA-Net セミナー（判決書セミナー） 

2006 年 8 月 11 民法特別講義（短期専門家：意思表示の瑕疵、債務不履行、不動

産の物件変動、動産の物件変動、判決における心証形成、保証、

訴状の書き方、訴状案） 

2006 年 10 月 1 模擬記録作成について 

2006 年 12 月 6 JICA-net セミナー（民事訴訟法セミナー、訴状案について、民事

訴訟法の基本構造、弁論準備手続ロールプレイ） 
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模擬記録作成について 

2007 年 5 月 2 JICA-net セミナー（弁論準備手続ロールプレイ） 

弁論準備手続ロールプレイ 

2007 年 8 月 2 JICA-net セミナー（民事訴訟法普及セミナー） 

2007 年 9 月 2 JICA-net セミナー（模擬記録、判決書、保全・執行） 

 

②教官候補生向け WS 及び模擬記録 WS 開催実績 

# 開催年月日 
出 席

者数 
内容 

模擬 

記録 

1 2006 年 3 月 24 日 7 民法（総則）   

2 2006 年 4 月 7 日 6 民法（人編；行為能力制度その 1）   

3 2006 年 4 月 19 日 5 JICA-Net セミナー（判決書セミナー第 1日目）   

4 2006 年 4 月 20 日 6 JICA-Net セミナー（判決書セミナー第 2日目）   

5 2006 年 4 月 28 日 6 民法（人編；行為能力制度その 2）   

6 2006 年 5 月 5 日 6 民法（人編；行為能力制度その 3）   

7 2006 年 5 月 19 日 6 民法（人編；失踪宣告，債務編）   

8 2006 年 5 月 26 日 7 民法（債務・契約）   

9 2006 年 6 月 9 日 6 民法（代理 1）   

10 2006 年 6 月 16 日 6 民法（代理 2）   

11 2006 年 6 月 23 日 6 民法（代理 3）   

12 2006 年 6 月 30 日 6 民法（意思表示の瑕疵）   

13 2006 年 7 月 14 日 6 民法（債務不履行）   

14 2006 年 7 月 21 日 7 民法（売買－瑕疵担保責任 1）   

15 2006 年 8 月 4 日 7 民法（売買－瑕疵担保責任 2）   

16 2006 年 8 月 11 日 7 民法（不法行為）   

17 
2006 年 8 月 19 日 

AM 
16 

判決における心証形成セミナー（短期専門家に

よる） 
○ 

18 
2006 年 8 月 19 日

PM 
16 

判決における心証形成セミナー（短期専門家に

よる） 
○ 

19 2006 年 8 月 24 日 13 訴状の書き方セミナー（短期専門家による） ○ 

20 2006 年 8 月 25 日 12 訴状の書き方セミナー（短期専門家による） ○ 

21 2006 年 9 月 1 日 7 民法（不動産物権変動）   

22 2006 年 9 月 15 日 6 民法（不動産・動産物権変動）   

23 2006 年 10 月 6 日 14 活動趣旨説明など ○ 

24 2006 年 10 月 13 日 16 訴状の記載事項 ○ 
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25 2006 年 10 月 20 日 13 訴状案の起案 1 ○ 

26 2006 年 10 月 27 日 11 訴状案の起案 2 ○ 

27 2006 年 11 月 24 日 7 民法（不動産・動産物権変動）   

28 2006 年 12 月 6 日 14 JICA-Net セミナー（民事訴訟法セミナー） ○ 

29 2006 年 12 月 11 日

AM 
15 

JICA-Net セミナー（民事訴訟法セミナー） 
○ 

30 
2006 年 12 月 11 日

PM 
15 

JICA-Net セミナー（民事訴訟法セミナー） 
○ 

31 2006 年 12 月 13 日 15 JICA-Net セミナー（民事訴訟法セミナー） ○ 

32 2006 年 12 月 22 日 16 JICA-Net セミナー（訴状案について） ○ 

33 2006 年 12 月 23 日

AM 
19 JICA-Net セミナー（民事訴訟法の基本構造） ○ 

34 
2006 年 12 月 23 日

PM 
16 JICA-Net セミナー（民事訴訟法の基本構造） ○ 

35 2007 年 1 月 12 日 15 訴状案の改訂作業 ○ 

36 2007 年 1 月 19 日 15 執行，民事第一審手続の流れ，被告の言い分 ○ 

37 2007 年 1 月 26 日 15 主張と証拠の違い ○ 

38 2007 年 2 月 9 日 16 民事第一審手続（ビデオ） ○ 

39 2007 年 3 月 9 日 15 答弁書・準備書面・証拠申出書改訂作業 ○ 

40 2007 年 3 月 16 日 7 民事訴訟法レジュメ作成   

41 2007 年 4 月 27 日 6 民事訴訟法レジュメ作成   

42 2007 年 5 月 2 日 16 JICA-Net セミナー（弁論準備手続ロールプレイ） ○ 

43 2007 年 5 月 3 日 AM 6 民事訴訟法レジュメ作成   

44 2007 年 5 月 3 日 PM 15 弁論準備手続ロールプレイ ○ 

45 2007 年 5 月 4 日 AM 7 民事訴訟法レジュメ作成   

46 2007 年 5 月 4 日 PM 15 弁論準備手続ロールプレイ ○ 

47 
2007 年 5 月 11 日

AM 
6 民事訴訟法レジュメ作成／RSJP 講義参加   

48 
2007 年 5 月 11 日

PM 
7 民事訴訟法レジュメ作成   

49 2007 年 5 月 18 日 7 民事訴訟法レジュメ作成   

50 2007 年 5 月 31 日 6 民事訴訟法レジュメ作成   

51 2007 年 6 月 1 日 AM 7 
民事訴訟法レジュメ作成／ 

弁論準備手続ロールプレイ 
  

52 2007 年 6 月 1 日 PM 17 口頭弁論手続，尋問事項の作成 ○ 
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53 2007 年 6 月 8 日 AM 6 民事第一審手続   

54 2007 年 6 月 8 日 PM 6 民事第一審手続／RSJP 講義参加   

55 2007 年 6 月 15 日 15 尋問事項メモ作成 ○ 

56 2007 年 6 月 22 日 16 民事訴訟法解説（本邦研修事前課題） ○ 

57 2007 年 6 月 28 日 7 民事訴訟法レジュメ検討   

58 
2007 年 6 月 29 日

PM 

15 
民事訴訟法解説（本邦研修事前課題） ○ 

59 
2007 年 6 月 29 日

AM 

7 民事訴訟法レジュメ検討 
  

60 2007 年 8 月 3 日 6 保全・執行に関する質疑応答   

61 2007 年 8 月 8 日 AM 16 JICA-Net セミナー（民事訴訟法普及セミナー） ○ 

62 2007 年 8 月 8 日 PM 15 JICA-Net セミナー（民事訴訟法普及セミナー） ○ 

63 
2007 年 9 月 13 日

AM 

19 JICA-Net セミナー（模擬記録と判決書） ○ 

64 
2007 年 9 月 13 日

PM 

19 JICA-Net セミナー（模擬記録と判決書） ○ 

65 
2007 年 9 月 14 日

AM 

18 JICA-Net セミナー（保全・執行） ○ 

66 
2007 年 9 月 14 日

PM 

19 JICA-Net セミナー（保全・執行） ○ 

 

 

３．施設・事務室 

①RAJP の一室をプロジェクトオフィスとして使用。 

②セミナー開催時は RAJP の教室を使用。 

 

４．運営費自己負担 

①水道光熱費 

 

凡例： 「模擬記録」欄○は模擬記録作成チームメンバーも参加のＷＳ 
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（２）日本側投入（2007 年 10 月 27 日時点の実績） 
１．長期専門家 

 氏名 指導分野 期間 

1 柴田 紀子 法曹養成 2006.2.19-現在 

2 森田 隆 業務調整 2005.11.21-現在 

  TOTAL 43M/M 

 

２．短期専門家派遣 

No. 氏名 指導分野 期間 

1 関根 澄子 法曹養成（準備フェーズ） 2004.11.28-2005.4.30 

2 三澤 あずみ 法曹養成（準備フェーズ） 2005.5.23-2005.9.1 

3 柴田 紀子 法曹養成（準備フェーズ） 2005.6.18-2005.7.1 

4 関根 澄子 法曹養成（準備フェーズ） 2005.6.18-2005.7.1 

5 柴田 紀子 法曹養成 2005.11.20-2005.11.26 

6 関根 澄子 法曹養成 2005.11.20-2005.11.26 

7 小林 俊彦 セミナー講師（民法・民事

訴訟法１） 

2006.8.12-2006.8.26 

8 関根 澄子 セミナー講師（民法・民事

訴訟法２） 

2006.8.12-2006.8.26 

9 磯川 剛志 セミナー講師（民法） 2006.8.22-2006.8.26 

  TOTAL   10.4M/M 

 

３．機材供与 

 取得／寄託 

年 月 日 
種別 資機材名 

数

量
機材活用・管理状況 

1 
2004/02/24 

パソコン 
IBM ThinkPad R40 1 

プロジェクトオフィス

にて使用 

2 2004/02/24 プリンター HP LaserJet 2300DN 1 RAJP へ引渡済み 

3 2004/03/31 パソコン IBM ThinkPad R50 1 RAJP へ引渡済み 

4 2004/03/31 パソコン IBM ThinkPad R50 1 RAJP へ引渡済み 

5 2004/03/31 パソコン 
IBM ThinkPad R50 1 

プロジェクトオフィス

にて使用 

6 2004/03/31 ＩＣ 

レコーダー 

レコーダー 

SONY  ICD-MS515 1 RAJP へ引渡済み 

7 2004/03/31 ＩＣ SONY  ICD-MS515 1 プロジェクトオフィス
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8 2004/03/31 ＩＣ 

レコーダー 
SONY  ICD-MS515 1 

プロジェクトオフィス

にて使用 

9 
2005/06/12 

プリンター 
HP LaserJet 2420dn 1 

プロジェクトオフィス

にて使用 

10 
不明 

プリンター 
HP Officejet 7410  1 

プロジェクトオフィス

にて使用 

11 
2006/02/18 

コピー機 Canon imageRUNNER 

3530 
1 

プロジェクトオフィス

にて使用 

12 
2006/07/28 

パソコン 
HP HP nx6110 1 

プロジェクトオフィス

にて使用 

 

４．研究会活動 

４－１ 法曹養成研究会委員(2007 年 9 月 5 日時点) 

氏名 所属先 役職 

1 松田 亨 司法研修所 教官 

2 井関 正裕 共栄法律事務所 

関西大学法科大学院 

弁護士 

特別任用教授 

3 本間 佳子 中央大学大学院法務研究科 

本間佳子法律事務所 

特別教授 

弁護士 

4 磯川 剛志 グローバル法律事務所 弁護士 

5 稲葉 一生 法務省法務総合研究所国際協力部 部長 

6 建元 亮太 法務省法務総合研究所国際協力部 教官 

7 宮崎 朋紀 法務省法務総合研究所国際協力部 教官 

 

（参与委員） 

1 南 敏文 東京高等裁判所 判事 

2 柳田 幸三 東京高等裁判所 判事 

 

４－２ 研究会開催実績 

 開催日 主な議題 

プロジェクト発足の経緯 

王立司法官職養成校の現状報告 

プロジェクトの今後の計画 

第 1 回 2005 年 5 月 25 日 

6 月の現地セミナーについて 
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現地セミナー報告 第 2 回 2005 年 7 月 28 日 

本邦研修について（日程調整・講義内容・講師選定）

本邦研修報告 

本邦研修フォローアップ報告 

第 3 回 2005 年 11 月 22 日 

プロジェクト経過報告 

経過報告 

本邦研修報告（一審マニュアル検討） 

モデル判決書検討 

第 4 回 2006 年 3 月 27 日 

4 月 19 日、20 日 JICA-Net セミナーの進行 

現地からの活動報告 

4 月 19 日、20 日 JICA-Net セミナーの報告 

模擬記録作成と本邦研修について 

第 5 回 2006 年 6 月 20 日 

8 月 14 日～8 月 27 日現地セミナーについて 

現地からの活動報告 

8 月 14 日～8 月 27 日現地セミナー報告 

訴状案について 

本邦研修について 

第 6 回 2006 年 11 月 8 日 

模擬記録作成手順について 

現地からの活動報告 

第二回法曹養成研修報告 

第 7 回 2007 年 3 月 12 日 

今後の活動予定について 

現地からの活動報告 

JICA-Net セミナー（平成 19 年 5 月 2 日）報告 

第 3 回法曹養成支援研修について 

第 8 回 2007 年 6 月 5 日 

今後の活動予定について 

現地からの活動報告 

第 3 回法曹養成支援研修報告 

第 9 回 2007 年 9 月 5 日 

JICA-Net セミナー（9 月 13 日、14 日）について 

 

５．本邦研修実績 

①プロジェクト開始前 

年度 # 氏名 所属（2005 年 9 月時点） 研修テーマ 期間 

1 ヒー・ソピア 司法省次官 

2 ヴァン・パン RSJP 教務部長 

05 

3 ユー・ブンレン RSJP 教官、控訴裁判所判事

・ 民事第一審

マニュアル

検討 

2005. 

9.25- 

2005. 
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4 ソム・セレイヴット RSJP 教官、最高裁判所判事

5 モン・モニチャリア RSJP 教官、最高裁判所判事

6 ペン・ピサリー   RSJP 教官、 

司法省国際部次長 

 

7 サリ・ティアラ RSJP 教官、控訴裁判所判事

・ 民事判決書

のあり方 

・ 民法事例の

検討 

・ 養成校第2期

カリキュラ

ム検討 

10.15 

※ヒー・ソピア次官は法務省の予算で来日。 

 

②プロジェクト期間中 

年度 # 氏名 所属（2007 年 10 月 26 日時点） 研修テーマ 期間 

1 イン・ヴァンビボル コンポンチュナン州裁判所判

事 

2 チャン・シナ プノンペン市裁判所判事 

3 セム・サコラ カンダル州裁判所判事 

4 ユー・ブンナー　　　　　カンダル州裁判所判事 

5 プラン・ソムナン シアヌークビル市裁判所判事 

6 タン・スンライ シアヌークビル市裁判所判事 

7 セン・ニエン カンポット州裁判所判事 

8 カエウ・セター 司法省民事局副局長 

9 サー・プムラー 司法省民事局副局長 

10 パン・チャンリー 司法省行政局副局長 

11 セン・プティー 司法省立法局副局長 

12 イム・サリー 弁護士、弁護士養成校法律クリ

ニック長 

13 イッ・プーム 弁護士 

カンボジア法律扶助協会 

14 セン・ソキム 弁護士 

法律サービス弁護士事務所 

15 ヌオン・ソッチェア カンボジア刑事裁判支援プロ

ジェクト、弁護士 

06 

16 イッ・メアトゥラ 弁護士、法律教育センター 

・ 模 擬 の 弁

論 準 備 手

続 

・ 第 一 回 口

頭 弁 論 手

続 き の 実

施 

・ 各 調 書 の

作成 

2007. 

2.18 

-2007.

3.3 

17 イン・ヴァンビボル コンポンチュナン州裁判所判

事 

07 

18 チャン・シナ プノンペン特別市裁判所判事 

・ 模擬裁判、

口頭弁論

手 続 き

2007.7.8

-2007.7.

21 

－109－



付属資料７ 

 11

19 セム・サコラ カンダル州裁判所判事 

20 ユー・ブンナー　　　　　カンダル州裁判所判事 

21 プラン・ソムナン シアヌークビル市裁判所判事 

22 タン・スンライ シアヌークビル市裁判所判事 

23 セン・ニエン カンポット州裁判所判事 

24 トゥッ・タリッ 司法省民事局局長 

25 カエウ・セター 司法省民事局副局長 

26 サー・プムラー 司法省民事局副局長 

27 パン・チャンリー 司法省行政局副局長 

28 セン・プティー 司法省立法局副局長 

29 イム・サリー 弁護士、弁護士養成校法律クリ

ニック長 

30 イッ・プーム 弁護士 

カンボジア法律扶助協会 

31 セン・ソキム 弁護士 

法律サービス弁護士事務所 

 

32 ヌオン・ソッチェア 弁護士、カンボジア刑事裁判支

援プロジェクト 

の 実 務  

・ 民事訴訟

法 演 習  
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